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令和６年第２回取手市議会定例会議事日程（第２号）

令和６年６月５日（水）午前１０時開議

日程第１ 市政に関する一般質問

①赤羽 直一 議員

②久保田真澄 議員

③小堤 修 議員

④本田 和成 議員

⑤古谷 貴子 議員

⑥杉山 尊宣 議員

⑦加増 充子 議員
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会議に付した事件

日程第１ 市政に関する一般質問

①赤羽 直一 議員

②久保田真澄 議員

③小堤 修 議員

④本田 和成 議員

⑤古谷 貴子 議員

⑥杉山 尊宣 議員

⑦加増 充子 議員

追加日程

第 １

遠山智恵子さんの発言取消し申出の件
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議事の経過

午前 10 時 00 分開議

○議長（岩澤 信君） ただいまの出席議員は 24 名で、定足数に達しております。

これより本日の会議を開きます。

インターネット配信を御覧いただいている皆様に申し上げます。定例会の配付資料につ

きましては、会議当日開会までに市ホームページに掲載しておりますので御活用ください。

○議長（岩澤 信君） 日程第１、市政に関する一般質問を行います。なお、執行機関に

は反問権を付与しておりますので、議員の質問に疑問があるときは、反問しますと宣告し

て質問内容を深めてください。

議員各位に申し上げます。会議規則第 62 条第１項に規定されているとおり、一般質問

は市の一般事務についてただす場であります。したがって、市の一般事務に関係しないも

のは認められません。また、一般質問は市長の個人的見解をただす場でもありません。議

員各位におかれましては、十分にこれらのルールを遵守していただくことを求めます。な

お、これに従わないときは、地方自治法の規定にありますとおり、発言の禁止、議場外へ

の退場を命じますのでご理解願います。また、一般質問に関しては、従来からの申合せど

おりに、答弁を含み１人 60 分以内です。また、１回目の質問は 30 分以内で行うこととし

ます。

それでは、通告順に従い質問を許します。

まず、赤羽直一君。

〔22 番 赤羽直一君登壇〕

○22 番（赤羽直一君） 皆様、おはようございます。創和会の赤羽直一でございます。

いつも最後の頃に一般質問をやるんですが、今回は２日目の１番ということで、皆さん、

どうしたんだろうというふうに不思議に思ってらっしゃるようでございます。たまには皆

さんが疲れる前に一般質問をやりたいと思いまして早くいたしました。それでは一般質問

をさせていただきます。

まず、藤代小学校放課後子どもクラブにおける民間委託の状況と今後の取組についてお

伺いいたします。放課後子どもクラブの民間委託は、令和３年 10 月から藤代小学校、取

手東小学校、高井小学校の３校で始まりました。今回の契約期間は、今年９月に期限を迎

えます。民間委託は市の抱える問題を解消するために実施され、その課題もほぼ解消され

ていると説明もありました。今年 10 月――10 月以降の民間委託については、昨年、第４

回定例会において補正予算を――の計上があり可決したところでございます。その後の状

況についてお伺いいたします。

〔22 番 赤羽直一君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

日程第１ 市政に関する一般質問
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市長、中村 修君。

〔市長 中村 修君登壇〕

○市長（中村 修君） おはようございます。赤羽議員の質問に答弁いたします。当市で

は、国が掲げる、こどもがまんなかの社会を実現していくために、令和６年４月から福祉

部にこども政策室を設置いたしました。子どもを真ん中に捉え、取手市の未来をつくる子

どもたちの立場や気持ちに寄り添い、子どもたちの声をしっかりと聴ける社会を実現する

ため、今後の子育て支援事業にしっかりと取り組んでいく所存でございます。放課後子ど

もクラブについても、市長就任後、実際に子どもクラブに――子どもクラブを訪問し、子

どもたちの様子を見させていただき、放課後子どもクラブの重要性も認識をしているとこ

ろでございます。御質問の民間委託の状況と今後の取組については、担当部長から答弁を

いたします。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

〔教育部長 井橋貞夫君登壇〕

○教育部長（井橋貞夫君） おはようございます。赤羽議員の御質問に市長の補足答弁を

させていただきます。放課後子どもクラブの民間委託の状況につきましては、昨年９月議

会の総務文教常任委員会において、放課後子どもクラブ事業運営委員会での事業の効果検

証を行った結果、今後も民間委託の継続――継続が望ましいとの御意見をいただいたこと

を委員の皆様に御報告さ――御報告させていただきました。また、赤羽議員ご紹介のよう

に、昨年の 12 月議会における補正予算にて、令和６年 10 月から今後３年間の放課後子ど

もクラブの運営業務委託料について債務負担行為の設定を行い、議決をいただいたところ

でございます。今年度に入りまして、５月に委託事業への参加希望業者によるプレゼンテ

ーション審査を実施し、審査の結果、現在の運営業務委託事業を受託している事業者を最

適事業者に選定し、市長への報告を経て決定したところでございます。最適事業者への委

員の評価としましては、「他自治体での実績も含めた具体的な提案となっていた」「児童

向けプログラムに関して、地域活動団体と連携した体験教室など多彩なプログラムを提案

していた」「企業の強みを生かし、自社の専門家のバックアップ体制や付加価値サービス

が充実していた」「職員の質の向上について具体的な方策や計画の提示があった」等が挙

げられておりました。今後の取組につきましては、現在、事業者と仕様及び業務内容の決

定に向けた協議を行っているところでございます。また、今定例会におきまして、放課後

子どもクラブの１日開所時の開所時間を早朝 30 分早める条例改正案に加えまして、諸費

用についての補正予算案を計上させていただいております。議会の議決をいただきました

ら、契約締結に向けた事務を執り行っております――行っていきます。なお、今年の夏休

みから、放課後子どもクラブの１日開設時における開設時間の延長のほか、希望者に対し

まして昼食の提供を実施いたします。これは、利用者アンケートにおいて保護者の要望が

あったことから、希望する児童へ行うものです。保護者の皆様へは、議会の議決をいただ

いた後、周知する予定となっております。以上となります。

〔教育部長 井橋貞夫君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。
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○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。いろんなメニューが、新しくメニュ

ーができまして、子どもたちも、そして保護者の方たちも大変喜ぶ――新しいメニューが

できまして、保護者の方たちも、そしてまた子どもたちも大変喜ばれると思います。これ

からもひとつよろしくお願いいたします。

次に、藤代小学校の放課後子どもクラブの運営状況について伺います。クラブ室の様子

を拝見しましたところ、部屋は十分な広さだと感じますが、１つの部屋をパーティション

で区切って運営していたことが気になりました。市の条例では１人当たり 1.65 平米――

これ畳約１畳分が必要であると規定しておりますが、利用児童に対する部屋の状況はいか

がでございましょうか。

○議長（岩澤 信君） 子ども青少年課長、長塚隼人君。

○子ども青少年課長（長塚逸人君） 赤羽議員の御質問に答弁いたします。令和６年４月

の藤代小学校放課後子どもクラブにおける１日当たりの平均利用児童数は 67 人となって

いますが、最大で利用児童数が 86 人となる日もあったことから、現在学校の協力を得て、

校舎内の利用可能教室を放課後から午後４時半までお借りして、４年生から６年生までの

高学児童が――高学年児童が静かな環境で過ごせる空間を確保して支援するなど、余裕を

持った運営を行っております。しかしながら、広い面積の１部屋をパーティションで２部

屋に区切り２支援を運営しているということもあるため、区切られた別のスペースが騒が

しいとき、同様に騒がしさを感じること、クラブ室内に静養室がないことが現在課題とし

て挙げられております。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。これからの質問で多分その課題の解

決策が出てくるかと思いますが、ひとつ御答弁のほうよろしくお願いいたします。クラブ

室内の環境について課題があることが分かりました。

次に、空調や照明などの活動環境についてお伺いいたします。藤代小学校子どもクラブ

は、取手市・藤代町との合併後に建築されました。早いもので、合併から来年で 20 年と

なりますが、そうなると施設の空調設備やその他の設備も更新時期が近づいているのでは

ないかと思います。照明器具についても、蛍光灯の製造禁止によりＬＥＤ化の対応が迫ら

れている状況ですが、これらの更新などについて、どのようにお考えでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 子ども青少年課長、長塚隼人君。

○子ども青少年課長（長塚逸人君） お答えいたします。藤代小学校放課後子どもクラブ

の活動環境については、軽微に――軽微な修繕については、民間委託事業者と連携を取り

ながら対応しているところです。また、新型コロナウイルス感染症が流行した令和４年度

には、接触感――接触感染の防止を図るため、手洗い場の自動水洗化を行っております。

御質問の藤代小学校放課後子どもクラブの空調設備や照明等の設備についてですが、藤代

小学校放課後子どもクラブ室は平成 19 年度の建設当初から 17 年が経過しています。空調

設備の経年劣化も進んでおり、また照明機器についてもＬＥＤ化を行っていないことから、

今後、設備の改修が必要であると考えております。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。
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○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。ぜひともお願いしたいと思います。

またクラブ室について、設備の劣化等により改修が必要なことがこれで分かりました。

最後に、トイレについて伺います。藤代小学校の放課後子どもクラブの利用者は、クラ

ブ室外に出てトイレを利用する状況が、建築当初から続いております。市議会においても

平成 20 年、令和２年の２回、クラブ室内のトイレ設置に関する請願を採択しているとこ

ろでございます。いろんな議員からも度重なる一般質問があり、その都度、職員がトイレ

まで随行している状況、また令和２年の請願採択後においては、当時の総務文教常任委員

会で現地視察を行った結果、体育館玄関内の多目的トイレを利用することで、児童の利便

性の向上を図っていることは承知しております。しかしながら、他のクラブの利用児童と

比べると、藤代小学校の子どもたちは不便さを感じているのではないかと思います。先ほ

どの答弁にあった室内改修と併せて、室内トイレの設置についても検討していただけない

でしょうか。御答弁よろしくお願いいたします。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

○教育部長（井橋貞夫君） 赤羽議員の御質問に答弁させていただきます。赤羽議員ご紹

介のように、現在、藤代小学校の放課後子どもクラブのトイレにつきましては、隣接する

体育館の外トイレ及び体育館入り口内の多目的トイレを使用し、児童がトイレを使用する

際は必ず職員が付き添うことによって、児童の安全確保に配慮しております。教育委員会

としましても、このトイレの設置に関しましては、これまで小中学校の耐震化や大規模改

修工事、バリアフリー化の推進等、これらの工事を優先せざるを得ない背景がございまし

た。一方で、藤代小学校放課後子どもクラブ室の環境につきましては、以前から、児童が

利用しやすく職員が働きやすい生活環境とするための施設環境の改善については、度々検

討はしていかないと、ということはずっと考えておりました。このようなことから、藤代

小学校放課後子どもクラブのトイレの設置につきましては、先ほど答弁しました空調設備

の改修、室内照明のＬＥＤ化のほか、クラブ室内の間仕切り、静養室の設置を含めた施設

環境の改善として、今年度に実施設計、令和７年度に改修工事を実施し、藤代小学校放課

後子どもクラブにおける児童の生活環境の改善を図る方向で進めていきたいと――検討を

進めていきたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。これが我々の待ち望んでいた答弁で

ございます。ぜひとも早急に改修していただきまして、子どもたちの環境が一層よくなる

よう、よろしくお願いいたします。以上でこれについての質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。

次に、ふるさと納税についてお伺いいたします。市長は、取手市の財源確保にふるさと

納税に積極的に取り組む姿勢を表明いたしました。市長のふるさと納税に対するお考えを

お伺いしたいと思います。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

財政部長、田中英樹君。

〔財政部長 田中英樹君登壇〕
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○財政部長（田中英樹君） それでは、赤羽議員の御質問にお答えいたします。ふるさと

納税に対する市長のお考えということですが、昨年、市長が就任した当時、市長の選挙の

マニフェストにも、ふるさと納税を倍増していくというマニフェストがございました。そ

れを受けまして我々執行部といたしましても、このふるさと納税をどうにか倍増していき

たいという思いで、様々な取組を行ってきたところでございます。前回、長塚議員のふる

さと納税の一般質問でも御答弁したとおり、市長も先頭に立って、ふるさと納税の事業者

の拡大を含めた様々な取組を、トップセールスで行っていただいたというようなことも答

弁をさせていただきましたとおり、現在もその取組に対して、我々執行部も負けることな

く一生懸命取り組んでいるところでございます。

〔財政部長 田中英樹君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。次に、ふるさと納税の現状について

お伺いいたします。昨年度の実績と主な返礼品の内訳についてお伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 財政部長、田中英樹君。

○財政部長（田中英樹君） それではお答えいたします。昨年度の――今年度の――失礼

しました、昨年度、令和５年度の実績としましては、寄附の件数で申し上げますと、令和

４年度との比較で 1.3 倍の約８万 5,000 件となりました。金額ベースでは、令和４年度が

約 10 億 8,000 万円のところ、令和５年度は約 1.4 倍となる約 15 億 2,900 万円の寄附を頂

くことができました。また主な返礼品の内訳ということですが、取手市では現在、ビール

類、カップ麺製品、肉類、干し芋、米パン類、焼き菓子等のスイーツ、ゴルフプレー券な

ど、約 200 種類の返礼品を寄附の皆様に御提供しております。寄附金額ベースで内訳を申

し上げますと、大半を占めているのがビール類で、全体の約９割を占める状況となってお

ります。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。やっぱり予想どおり、でも 90％を超

えるものがビールというのはちょっと驚きかもしれません。他の物にはもうちょっと頑張

っていただきたいなという気持ちでございます。

次に、ポータルサイトの現状についてお伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 財政課長、谷池公治君。

○財政課長（谷池公治君） 赤羽議員の御質問に答弁いたします。取手市では平成 28 年

から民間ポータルサイトを活用しておりまして、当初は「さとふる」というサイト１社の

みに情報を掲載しておりました。その後、令和３年度の途中から、「楽天ふるさと納税」

「ふるなび」「ふるさとチョイス」という３つのサイトを新たに活用することとし、一般

的に大手とされている４つのポータルサイトをそろえた形で寄附募集を行ってまいりまし

た。また、令和５年 10 月からは、そこにさらに「ふるさとプレミアム」「ＪＲＥ」「Ｊ

ＡＬ」「ＡＮＮ」「まいふる」という５つのサイトを追加したところでございます。なお、

各サイトの比率といたしましては、最も長く運用している「さとふる」が過半数を占めて

おりまして、先ほどの大手の４サイトの合計では、全体の 96％ほどとなっております。
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現状、新しく導入したサイトの効果は限定的ではあるんですけれども、こういったポータ

ルサイトの特性としまして、サイト内における当市の返礼品の周知が進むにつれて露出が

拡大していくという特性がございます。そのため、今後長く運用していくことで、だんだ

んと寄附が伸びてくるものと期待をしてるとこでございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。やはり泉佐野市の視察でも、大手４

社のサイトが九十数％だと申しておりました。

次に、中間管理業者の現状について、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 財政課長、谷池公治君。

○財政課長（谷池公治君） 赤羽議員の御質問に答弁いたします。当市ではポータルサイ

トとの委託契約以外に、返礼品や寄附情報などの管理・配送、返礼品提供事業者への返礼

品代の支払いなどの様々な事務を行う中間管理事業者と契約を結び、ふるさと納税を推進

しております。昨年の９月までは「さとふる」が、先ほど申し上げました当時運用してい

た４つのサイト全ての中間管理を兼ねる形で運用しておりました。５月から５つのポータ

ルサイトを追加することに伴いまして――すみません、10 月からです、失礼しました。

10 月から５つのポータルサイトを追加することに伴いまして、中間管理事業を専門に行

う事業者と新たに契約をし、新しく開設した５つのサイトの中間管理業務を委託しました。

令和６年４月からは、「さとふる」以外のサイトの管理をそちらに移管して寄附募集を進

めております。ふるさと納税の寄附募集をさらに拡大していくには、返礼品の活用や――

広告の活用や返礼品の拡充などといった取組の強化が必要でございまして、こういった強

化策に強みがある管理事業者を採用することで、さらなる寄附募集を進めるため、こうい

った変更を行ったところでございます。今後とも中間管理事業者のノウハウを活用しなが

ら、さらなる寄附募集の推進に努めてまいりたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） その中間管理業者の選定が非常に重要だというようなアドバイ

スもございました。私たち総和会は、先日、ふるさと納税で大きな実績を挙げている泉佐

野市に視察に伺い、泉佐野市の取組について研修してまいりました。泉佐野市は、関西空

港の――に近い、一番近いところにありまして、その関西空港の開発等で約 1,000 億以上

の借入れを行ってしまい、2009 年には財政健全化団体に転落したそうでございます。

2011 年に千代松市長が就任し、税外収入を確保しようとまちの活性化プロジェクトチー

ムを発足させ、2012 年からふるさと納税の取組強化を図りました。2016 年には肉の泉佐

野の取組を強化し、約 35 億円の寄附金を集めて全国８位になったそうでございます。

2017 年度には 1,000 種類を超える返礼品を取りそろえ、約 135 億円の寄附金を集め、全

国第１位になり、３年連続日本一になったそうでございます。これまでの泉佐野市は泉州

タオルという有名なタオルがあるんですが、泉州タオルぐらいしか返礼品が――の目玉が

なかったそうでございますが、その他の種類が少なかったため、なかなか寄附が集まらな

かった。そこで、新たな地場産品、つまり返礼品を作るため補助金制度を創設しました。

一つが地場産品創出事業補助金です。これは新たな特産品を作る企業誘致と市内業者支援
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の補助金です。もう一つが中小企業支援補助金、これは市内の事業者のふるさと納税参入

に伴う設備投資の支援と、既存ふるさと納税業者の事業拡大や設備投資の支援でございま

す。いずれも一般財源を持ち出さずに、原資をふるさと納税型のクラウドファンディング

で調達したそうでございます。2020年の初年度は９つのプロジェクトを立ち上げ約5.5億

円の寄附を集め、４年間で合計 65 件のプロジェクトで寄附総額 116 億円を集めたそうで

ございます。プロジェクトから生まれた返礼品数は約 100 以上になり、寄附額を大きく押

し上げる原動力になったそうでございます。また企業誘致も積極的に行い、そこで返礼品

を作っていただいたということでございます。

もう一つ大事なのは、ポータルサイトの厳選です。先ほど部長から答弁がありましたが、

上位４社で 95％を占めるそうでございます。そして中間管理業者の選定、これは業者に

よっても対応が大分違うそうでございます。取手市の一番の返礼品はビールですが、守谷

市にもビールがあります。守谷市は返礼品のビールを翌日発送にしたらば、飛躍的に申込

みが増えたそうでございます。やっぱり飲みたいときにすぐに来ると、それが一番のメリ

ットだそうでございます。

〔笑う者あり〕

○22 番（赤羽直一君） （続）私はちょっと関係ないですけど。同じものでも差別化―

―他の市と差別化を図り、注目してもらうことによって――注目してもらうことが重要で

はないでしょうか。いろいろと申し上げましたが、ふるさと納税は地域間の競争です。取

手市民が他の自治体に寄附するのを止めることはできません。外に出ていった以上の寄附

金をお互いに工夫して集めなければなりません。負ければ私たちの市の財政は苦しくなり

ます。ぜひとも先進地を勉強していただいて、もっともっとふるさと納税を集める工夫を

していただきたい。泉佐野市は、ふるさと納税専従職員が７名いるそうでございます。取

手市はたしか３名でしたね。それだけの力を入れてやってるわけでございますが、今後ど

うしていくか、お気持ちをお伺いしたいと思います。

○議長（岩澤 信君） 市長、中村 修君。

〔市長 中村 修君登壇〕

○市長（中村 修君） 赤羽議員の御質問に答弁いたします。今後に向けた展望というこ

とだと思います。私は取手を「住み続けるほど好きになる街をつくる」という、こういっ

た思いを――変わらぬ思いで行政運営に取り組んできています。取手市がさらに発展して

いくために、今後も様々な行政課題にチャレンジしていく所存でございます。今後もチャ

レンジしていくことで、財政基盤を固めていく、そして予算を確保していくこと、こうい

ったことは不可欠だと思っています。ふるさと納税制度は、財源確保の手段として、また

取手市と取手市産品の魅力を全国の皆様に紹介する手段として非常に有効である。そして、

市の最重要課題の一つであるというふうに捉えています。今後も現状に満足することなく、

ふるさと取手のポテンシャルを引き出し、取手市のふるさと納税の募集拡大にさらに力を

入れていく、そういう所存でございます。そして、ふるさと納税を通じて、取手の魅力を

全国の皆さんに広め、集めた御寄附を市民サービスに還元する。取手をさらに魅力あふれ

る町にしていく。そのような好循環を生み出して、取手市のさらなる発展につなげていき
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たい、そういうふうに考えています。詳細につきましては、担当部長よりご説明申し上げ

ます。

○議長（岩澤 信君） 財政部長、田中英樹君。

○財政部長（田中英樹君） それでは、市長の補足答弁をさせていただきます。今回まず、

赤羽議員におかれましては、一般質問を通して御提案を――泉佐野市の御提案をいただき

ましてありがとうございました。そのほか、今回、総和会の皆様からは、このふるさと納

税の先進自治体である泉佐野市の視察で得られた様々な情報を御提供いただきました。大

変ありがたく感じているところです。泉佐野市は人口約 10 万弱ということで、取手市と

さほど変わらない規模の自治体でありながら、令和４年度では 130 億円を超える寄附を集

めているというふうに聞いております。それだけ実績のある自治体の取組ですので、今回、

皆様からいただいた情報は大変貴重なものであるというふうに考えております。これらを

参考としながら取り組んでいきたいというふうに思っております。

それで、ただいまの赤羽議員から御提案にありました、まず、泉佐野市が実施している

ような、ふるさと納税の返礼品を新たに開発するための補助制度につきましては、ふるさ

と納税の返礼品となり得る商品を製造する事業者を新たに育て、従来の地場産品とは異な

る商品の生産体制を構築する、大変有効な方策であるというふうに認識しております。た

だ一方では、御協力いただく事業者には、ある程度の事業リスクを負っていくことになる

のではないかということも感じております。その点では、自社が通常取り扱っている商品

を返礼品として扱う分には、ふるさと納税は手数料や配送料がかからず参加できる事業で

あることから、事業者には大変大きなリスクはございません。そのため、取手市としては

多くの市内事業者に各社自慢の商品の販路を開拓する手法として、まずはお気軽にふるさ

と納税に御参加いただくことから始めていただきたいというふうに思っております。その

中で、これを大きく成長するチャンスと捉え、大がかりに取り組む事業者がもしいらっし

ゃった際には、ぜひそういった事業者とも連携し、さらに、ふるさと納税の取組を進めて

いくための方策の一つとして検討していきたいというふうに考えております。

次に、翌日発送の導入につきましては、ビール類のような他自治体でも取り扱っている

ような大企業の商品では、寄附設定金額や配送の早さなどが寄附者の選択の根拠となって

まいりますので、議員ご指摘のとおり、寄附申込みの翌日の発送といった早さを前面に打

ち出した差別化というのは、大変有効であると考えております。取手市でも返礼品の提供

事業者や中間管理事業者の御協力により、既に一部の返礼品で翌日発送を実現しており、

そういったＰＲを進めているところです。事業者が確保できる在庫数や商品提供の安定性

などの課題はございますが、できるだけ多くの人気商品でそういった取組が実現できるよ

う、今後とも事業者と協力しながら進めてまいりたいというふうに考えております。

○議長（岩澤 信君） 赤羽直一君。

○22 番（赤羽直一君） ありがとうございました。ぜひ進めていっていただきたいと思

います。視察に行った先で説明いただいたのが坂上さんという方だったんですが、「ぜひ

ともうちのほうに勉強しに来てください。議員ではなく担当者の方が来ていただいたほう

がいろいろお教えできることもありますんで、ぜひ来てください」とおっしゃっておりま
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した。泉佐野市に行く方法は幾つもございますが、茨城空港から１時間で神戸へ飛んで、

そこからフェリーで行けばすぐでございます。

〔笑う者あり〕

○22 番（赤羽直一君） 新幹線で行くよりも早いです。ぜひとも泉佐野市を勉強してい

ただいて、取手に寄附企業をたくさん集めて、そしてそれを市民に還元していただく。そ

うすれば、学童保育のトイレなんかすぐできます。ぜひともお願いいたしまして、私の質

問を終わりにさせていただきます。ありがとうございました。

○議長（岩澤 信君） 以上で、赤羽直一君の質問を終わります。

続いて、久保田真澄さん。

〔９番 久保田真澄君登壇〕

○９番（久保田真澄君） 公明党の久保田真澄です。通告順に従って一般質問をいたしま

す。貧困やＤＶ、性暴力被害など、日常や社会生活で生きづらさや悩みを抱える女性がい

ます。内閣府によると、配偶者らによるＤＶ相談件数は、新型コロナウイルス禍となった

2020 年度に過去最高の約 18 万件を記録、相談の多くは女性からで、雇用面でも深刻な影

響を受け、貧困に苦しむ人も目立ちました。女性の自殺者は３年連続で増加しています。

深刻な問題の解決は容易ではありませんが、悩みを抱えた女性のプライバシーを尊重しな

がら、いかに寄り添い、問題の解決に向かっていくかは重要です。県が 2023 年７月に実

施したネットモニター調査では、５割以上の女性が自力では解決できない問題に直面した

ことがあると回答。内容は、育児・家事の負担や家庭不和、生活困窮、職場でのハラスメ

ント、離婚問題、ストーカー被害、性暴力被害など。母子家庭の母親の収入は、父子家庭

の父親の５割程度にとどまり、就業する約４割の母親が非正規雇用という状況です。そこ

でお聞きします。困り事の相談についての窓口は現在どのようになっているのでしょうか。

〔９番 久保田真澄君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

それでは、久保田議員の御質問に答弁させていただきたいと

思います。市民からの――市民の皆様から様々な相談が窓口・メール、あるいは電話等で

市民協働課に寄せられております。まず、相談者の方の困り事・悩み事をよく傾聴いたし

まして、相談者に寄り添った対応を心がけ、問題解決に努めているところでございます。

困り事の解決策として専門的なアドバイスが必要な場合には、市の無料相談――法律相談

ですね、それから司法書士相談、人権相談等を御案内しているところでございます。その

ほかにも茨城県の各種相談窓口なども案内してございます。また、市役所各課の窓口で対

応できる相談案件につきましては、担当課を御案内しております。例えば一例を挙げます

と、生活困窮等の問題に関しましては、福祉部所管の社会福祉課や社会福祉協議会のくら

しサポートセンター、ＤＶの相談の場合には、取手警察署や子育て支援課の家庭児童相談

室などを御案内しているというような現状でございます。以上でございます。
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○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） あと福祉関係――女性というところでは、やはり福祉関係のい

ろいろ相談事が多いと思うんですけれども、福祉部のほうではいかがなんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

〔福祉部長 鈴木文江君登壇〕

○福祉部長（鈴木文江君） それでは、久保田議員の御質問に答弁させていただきます。

福祉部での対応はということでの御質問です。福祉部のほうにつきましては、相談の内容

としましては、女性の福祉、人権の尊重や擁護、男女平等がやはり大きな問題となってお

りますが、子育て支援課におきましては、女性の福祉の一部について担っております。さ

きに述べましたとおり、女性をめぐる問題は多岐にわたり、とりわけ福祉に関するニーズ

は非常に大きなものであるため、個別の具体的支援につきましては、相談ニーズを踏まえ、

十分に庁内連携を図り対応してまいっている次第でございます。以上です。

〔福祉部長 鈴木文江君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が４月１日から

施行されました。女性支援に関する中核的な機関として、都道府県が設置する女性相談支

援センター、女性相談支援員、女性自立支援施設の３機関が設けられています。中でも重

要なのが、身近に相談できる女性相談支援員の配置です。市町村等の女性相談支援員は、

支援対象者にとって最も身近に相談できる支援機関に属するものとして支援への入り口の

役割を果たすとともに、支援に必要となり得る児童福祉、母子福祉、障がい者福祉、高齢

者福祉、生活困窮者支援、生活保護等の制度の実施機関と連携して、本人のニーズに照ら

し、戸籍や住民票の発行、転出入手続、各種手当の受給手続、公営住宅への入居、児童の

養育に関する支援、各種福祉サービスの調整等のコーディネート及び同行支援を行い、関

係部署と連携して支援対象者を適切な支援につなげる役割を有し、継続した支援を行うも

のとしています。県では、現在４市にとどまる女性相談支援員の配置を、2026 年度まで

に 10 市町村に拡充するとの目標を掲げています。つくばみらい市では、みらい平市民セ

ンター２階、おやこ・まるまるサポートセンター内に「女性相談・ＤＶ相談支援センター

～みらサポ～」を設置しています。私がお話を聞きに伺ったときも、女性が入りやすい雰

囲気でした。このような女性相談支援員の配置についてのお考えをお聞かせください。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

○福祉部長（鈴木文江君） お答えします。女性相談支援員の配置などについての考えと

いう御質問です。先ほども申し上げたとおり、女性をめぐる課題につきましては多岐にわ

たるもので、相談者の不安解消や課題解決には多領域で連携して支援に当たることが求め

られます。このため、相談内容から課題を整理し、本人の意向に沿って適切な支援につな

げ課題解決を図っていくという、ソーシャルワークの視点とスキルを持った支援者が必要

であります。そこで、このような人材に相当するものとして、今回の困難な問題を抱える

女性への支援に関する法律では、これまでの婦人相談員から女性相談支援員へと名称が改

められ、市町村においては、この女性相談支援員を置くように努めることとされました。
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これまで当市の家庭児童相談室におきましては、児童虐待やＤＶを起因とする総合的な課

題を抱えた女性相談に対応しており、現在も社会福祉士や精神保健福祉士といったソーシ

ャルワークの視点とスキルを持った資格職を配置し、相談業務に当たっております。現時

点において、今すぐこの女性相談支援員を配置する予定は考えておりませんが、しかし、

多様化する女性相談が必ずしも児童虐待やＤＶといった問題に付随して生じるとは限らな

いことから、子育て支援課の家庭児童相談室に限らず、女性の福祉、人権の尊重や擁護、

男女平等という今般の困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の基本理念を鑑みま

すと、今後はその相談業務の強化と体制づくりの必要性も感じているところです。そのた

め、女性相談支援員の配置につきましては、今後、全庁的に検討してまいりますが、女性

相談支援員が不在でも、現在の十分に整った連絡体制――連携体制により、困難な問題を

抱える女性の支援に対応していくことが可能であると、現時点では認識しております。以

上です。

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） ありがとうございます。すごく連携がよく取れているというこ

とを伺って、とても安心しました。これからのまた課題として、ぜひ考えていただければ

と思います。そして悩みを抱える女性たちが、この相談窓口の存在を知らなければ機能す

ることはできないと思います。相談窓口情報の周知についてお伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 市民協働課長、海老原 充君。

○市民協働課長（海老原 充君） 岡口議員の御質問に――失礼しました。久保田議員の

御質問に御答弁いたします。相談所――相談窓口の情報の周知方法ですが、毎月 15 日の

広報とりでに翌月の各種無料相談として、法律相談、司法書士相談、人権相談、行政相談、

社会保険労務士相談、行政書士相談等を掲載しております。市ホームページ、メールマガ

ジンやＬＩＮＥでも相談窓口を周知しております。また各種相談について、平日来庁が困

難な市民に対し、休日合同相談会という形で相談の機会を年２回、日曜日に開催しており

ます。その際には、市の広報やホームページはもちろん、コミュニティバスや市公共施設

等にポスターを掲示し周知をしております。そのほかに、人権相談員と人権擁護制度に関

する理解を深めていただくための各種啓発を行う際のチラシ等にも、法務省の人権――失

礼しました、法務省の女性の人権を守るための専用相談電話、女性の人権ホットラインを

掲載しております。今回、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が施行されたこ

とに伴い、国や県でも今後ますます女性相談に関する周知・啓発活動等を進めていくこと

も想定されるため、それらを参考にしながら、市としても引き続き相談窓口の周知啓発に

努めてまいりたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） いろいろな周知の方法があることをお伺いしまして安心いたし

ました。相談したくても相談できず、相談できるところ――できることさえ知らない女性

が少なくありません。情報が女性たちに確実に届くような周知徹底を、これからもよろし

くお願いいたします。以上でこの質問は終わります。ありがとうございました。

続きまして、５歳児健診の実施について伺います。発達障がいなどを早く発見し、安心
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の就学につなげることを目指す５歳児健診、国は今年から市区町村の助成を開始しました。

市では３歳５か月児健診の後は就学前の健診となっています。就学前の健診では、入学ま

での期間が短く、支援が難しいと思います。また、子どもの成長に不安を感じているが、

相談できる場がなく一人で抱えてしまう保護者も多いとお聞きしております。我が子の特

性を理解し、関わり方などについて保護者が専門家に相談できる場としても、５歳児健診

と実施後のフォローアップ体制の充実は重要です。５歳児健診についての見解をお聞かせ

ください。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

健康増進部長、彦坂 哲君。

〔健康増進部長 彦坂 哲君登壇〕

○健康増進部長（彦坂 哲君） ただいまの久保田議員の御質問に答弁いたします。市で

は、全てのお子さんを対象として現在４か月、その次に１歳６か月、３歳５か月の３度の

健診を実施し、さらには医療機関において行われる１か月児健診、こちらを受診される際

の助成を行っております。議員おっしゃるように、３歳５か月児健診の後は、就学前の就

学時健診となることから、期間が空いてしまいます。そのため、就学前の支援が難しいこ

となどの問題点が指摘されていることは存じております。５歳児健診の主な目的は、発

育・発達や情緒、社会性のほか、集団行動における特性があるお子さんなどを早期に発見

し、その特性に合わせた適切な支援を行うこと、このようにも考えております。取手市に

おきましては、５歳児健康診査の目的に沿って実施していくために、健診の方法、形態、

医師や心理士等専門職の体制などについて、現在事務方で医師会の先生方から御助言をい

ただきながら意見交換などを行っているところでございます。引き続き、関係部署や医療

機関、療育機関、保育所、学校等の関係機関とも連携しながら、どのような実施体制が望

ましいのかについて、調査研究を続けてまいりたいと思っております。以上です。

〔健康増進部長 彦坂 哲君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） 牛久市では、５歳児成長発達確認として、保護者が発達確認票

を記入し子どもの成長発達を確認する機会にするとともに、就学に向けてのサポートとし

て、発達確認票を保健師が確認し電話相談や個別相談を行っています。取手市では、発達

子育て相談というのを行っているというのは、４月に頂いた一覧表の中で見たんですけれ

ども、あれで実際申し込まれる方というのはいるんですか。

○議長（岩澤 信君） 健康増進部次長、助川直美さん。

○健康増進部次長（助川直美君） お答えいたします。市の健診に関しましては、先ほど

部長のほうの答弁にもございましたとおり、４か月健診から始まります。主に１歳６か月

児健診、３歳５か月児健診となっていきますと、やはり健診の中で確認する項目も大分増

えてきます。その中で、言葉の発達であったりとか認知面の発達であったりとか、事細か

くお母さんからの問診票を確認した上で、その後どのような方向性にしていくかというこ

とを、保健師及び専門職でその後カンファレンスをして、その後の方向性も確認してまい

りますけれども、その中で１歳６か月だったり、３歳５か月児健診の後に、やはり支援が
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必要だったりとか、個別の支援だったりとか集団の支援が必要だとなったお子さんに対し

ましては、様々な形の支援を取っております。集団ですとフォローアップ教室という形で

あったりとか、個別ですと主に心理職の専門職による個別の継続相談という形も実施して

おりますので、その中でよりそのお子さんに応じた時期に必要な内容を確認しながら、個

別的な相談も実施しておりますので、支援体制も整えておるという状況ではございます。

以上です。

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） ありがとうございます。部長の先ほどのお話の中で、５歳児健

診についても今いろいろな機関と検討しているところだということをお聞きしましたので、

またこの５歳児健診によって適切な支援や療育につなげることができれば、多くの子ども

たちが通常学級でも問題なく学べるようになります。実際に５歳児健診を導入した自治体

では、不登校が減ったという研究もあります。ですので、これからまた安心の就学につな

がるような取組をよろしくお願いいたします。ありがとうございました。以上で終わりま

す。

最後に、窓口業務に軟骨伝導イヤホンの導入についてです。耳周辺の軟骨の振動を通じ

て音が聞こえる軟骨伝導を応用したイヤホンを、相談窓口に設置する自治体や金融機関、

病院などは 125 団体に上っています。イヤホンを耳の穴に入れなくても明瞭に音が聞こえ、

しかも音漏れが少ないことから、難聴者との意思疎通に役立っています。一般社団法人日

本補聴器工業会の調査によると、日本における難聴者数は 1,430 万人と推定されており、

人口に対する比率は 11.3％で、世界で３番目に多いと報告されています。そこでお伺い

します。市では耳が聞こえにくい高齢者や難聴者の方のコミュニケーションツールで使用

しているものなどはあるのでしょうか。

○議長（岩澤 信君）答弁を求めます。

福祉部長、鈴木文江さん。

〔福祉部長 鈴木文江君登壇〕

○福祉部長（鈴木文江君） それでは答弁させていただきます。窓口で聞こえにくい方へ

の配慮についての取手市の現状について、まずお答えさせていただきます。取手市では、

共生社会の実現に向けて、合理的配慮の提供を進めており、庁内各課の窓口対応につきま

しては、障がいの有無に関係なく、全ての来庁者に対しまして、円滑な対応となるよう心

がけているところです。その中で現在、庁舎内の窓口対応が多い課におきましては、聞こ

えにくい方への配慮として、議会の一般質問等で複数の議員の皆様から、窓口職員とお客

様との意思疎通を助ける補聴器の機能を持つ磁気ループの窓口への配置について御提案を

いただき、平成 28 年から市民課、藤代総合窓口課、取手支所、駅前窓口、国保年金課、

障害福祉課の６課に配置し、各窓口で利用されております。また、この磁気ループに加え

まして、障害福祉課には情報管理課の協力でパネルディスプレーを設置しております。こ

ちらは音声を文字化したものをパネル画面に映し出し、市民と職員の双方で内容の確認が

可能となっており、画面の内容は印刷もできるものとなっております。こちらも利用者か

ら好評な意見をいただいているところです。各課での窓口での利用の頻度は違いますが、
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利用された方からは「よく聞こえて説明が理解しやすい」など好評の意見をいただいてお

り、聞こえにくい方への窓口の対話につきましては、導入しましたこの磁気ループやパネ

ルディスプレーを有効に活用することで、円滑な意思疎通につなげているところです。以

上です。

〔福祉部長 鈴木文江君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） 今の磁気ループですけれども、平成 28 年から使用されている

ということなんですけど、実際に利用頻度というのはどのぐらいになるんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 障害福祉課長、鈴木哲也君。

○障害福祉課長（鈴木哲也君） お答えいたします。磁気ループの利用頻度は、２か月に

１回だとか１年に１回ほどの利用でございますが、設置してある課からそういうふうに聞

いておるところでございます。障害福祉課においても、一月に１回ほどの利用でございま

す。ただ利用頻度が多くありませんが、少ない要求にもできる範囲で対応していくという

のが合理的配慮の基本と考えておりますので、今後も窓口対応の円滑化を目指してまいり

ます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） ちょっとお聞きしたところだと、本当に少ないんだなと思いま

した。例えばその磁気ループを使用するタイミングなんですけれども、対話が成立しない

ときに、こういったものがありますよと紹介する形ですか。

○議長（岩澤 信君） 障害福祉課長、鈴木哲也君。

○障害福祉課長（鈴木哲也君） お答えいたします。お客様との当該機器の紹介につきま

しては、お客様と窓口のやり取りの中で聞こえにくそうな様子を感じた際に、職員が随時、

機器を紹介しているところでございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 久保田真澄さん。

○９番（久保田真澄君） 分かりました。なかなか聞こえなくても、それを使うのもちょ

っと照れくさいというか、そういった方もいらっしゃると思いますけれども。でもいろい

ろ取手市では、そういった市民の方とのコミュニケーションツールを利用されて、円滑に

進むようにやっていただいて本当にありがとうございます。これからまだ高齢化社会を迎

えるときに、いろんな情報が個人の差がなく伝わるようなこの環境整備を、またこれから

も一層お願いします。これで終わります。一般質問を終わりにします。ありがとうござい

ました。

○議長（岩澤 信君） 以上で、久保田真澄さんの質問を終わります。

続いて、小堤 修君。

〔12 番 小堤 修君登壇〕

○12 番（小堤 修君） 皆さん、こんにちは。創和会、小堤 修でございます。午前中

どうにか終わると思いますので、よろしくお願いいたします。さて、皆さんは選挙のとき

パンフレットを作っていると思います。選挙に当選したらこのようなことに力を入れてい

きたいということを書いていると思いますが、私もパンフレットに掲げたことは４年間か
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けてやっていかなければならないと思っています。そこで、市の最上位計画であるとりで

未来創造プラン 2024 と、自分の今回の選挙時の公約である６つの推進が、行政と議会と

いう車の両輪のように同じ方向を向いてかみ合っていかないと、取手市という車は前には

進まず、よい市政運営や、そして取手市の発展につながらないと思います。私は、パンフ

レットに掲げた６つの項目を１つずつ、とりで未来創造プラン 2024 や関係する各計画等

と照合しながら、その考え方、展望について、関係各部署に質問していきたいと思ってい

ます。資料を使いますので、移動します。

〔12 番 小堤 修君質問席に移動し資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） これが、お恥ずかしいんですけれども、私の３つ折りパンフレ

ットの裏面になります。ここに「６つの推進」ということで書いてあります。もちろんこ

れ討議資料ですので、この表面のほうに「討議資料」というのは入って書いてありますの

で大丈夫だと思います。皆さんに、この公約とマニフェストの違いというのを、私はっき

り分からなかったのでインターネットで調べてみました。それをちょっと御紹介しますと、

公約とは「公に約束すること、守るべき約束、抽象的で数字がない」と。そしてマニフェ

ストというのは指針や方針で、「できればやりたいこと、具体的な数字があり、数値目標

や財源などにも言及した約束のこと」、2003 年の 11 月の総選挙から各政党がつくり始め

たそうです。どちらも必ず実現されるものではなくて、実現しなくても問題はないという

ことです。では、今までお話ししたことを踏まえて、次この資料を見てください。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） 取手市の考えと私の考えということでまとめてみました。取手

市は第六次取手市総合計画があります。そこに基本計画と――基本構想と基本計画で成り

立っています。取手市の将来都市像として、「ぬくもりとやすらぎに満ち、共に活力を育

むまち とりで」というふうにあります。それでとりで未来創造プラン 2024 があると。

そしてこの 2024 も６つの政策「目指すまちの未来」ということで、政策１、快適で住み

やすい都市の実現、政策２、魅力の創造と発信、政策３、未来をつくる世代を育むまちづ

くり、政策４、健康で生き生きとした社会の実現、政策５、大切な日常が守られる環境整

備、そして政策６で、将来にわたり発展する地域社会の構築というふうにあります。私も

ちょうど６つの推進なんですけれども、このように少子化対策の推進、高齢化対策の推進、

人口減少対策の推進、特色あるまちづくりの推進、安全安心対策の推進、環境対策の推進

というふうに私も書いています。８年前から、「ゆめ膨らみ ワクワクする 取手市をめ

ざして」という私のキャッチコピーの下、こういうことを考えたわけであります。この６

項目を６回に分けて質問していきたいと思います。今回は――切替え、すみません。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） 今回は、まずパンフレットの１つ目として先ほどありました、

少子化対策の推進についてお聞きします。ですので、９月は高齢化対策の推進をやりたい

と思います。

〔笑う者あり〕

○12 番（小堤 修君） 予告しておきます。もう一度切替え、お願いします。
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〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） この、今回やる少子化対策の推進の骨子ということですけれど

も、ここにありますように、サブタイトルは「こどもまんなか～国・県の施策を踏まえた

取手市の特色ある施策」ということで、「子どもに特化した「部」の創設」「子どもと家

庭の一元的な支援、年齢や制度の壁を越えた切れ目のない包括的な支援」「子どもの視点、

子育て当事者の視点に立った施策立案」「誰一人取り残さない支援体制の強化」「子ども

の健やかな成長には地域社会や関係機関との連携・支援体制が重要」、こういう５つの項

目があります。私は令和４年の第４回定例会で組織の改編という観点から「こども家庭庁

創設に伴う市の対応」について質問をしています。３項目でした。１つ目はこども家庭庁

の理念に対する取手市の理解または考え、２つ目は、こども家庭庁創設に伴う地方公共団

体としての課題、３つ目が、こども家庭庁の所掌事務と取手市役所内の関連各課の整備に

ついてでした。今回は、国や県の施策を踏まえつつも取手市がどのような独自の特色ある

こどもまんなか社会を構築していこうとしているのかについて、質問したいと思います。

またお願いします。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） それで、国の動きなんですけれども、国は――大ざっぱにまと

めてみましたが、令和４年の９月に内閣官房でこども家庭庁設立準備室である「こども家

庭庁について」という概要を発信しています。私は、11 月、令和４年の４定で一般質問

してます。そして、令和５年、昨年の４月にこども家庭庁が設立され、同日こども基本法

が施行されました。そして昨年の 12 月 22 日にこども大綱が閣議決定して、「こども大綱

とは、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進するため、政府全体のこども施

策の基本的な方針を定めたものである」と、そういうことです。今までに成立した主な法

律や計画というと、こども基本法、こども大綱、そして、こども未来戦略、幼児期までの

こどもの育ちに係る基本的なビジョン、こどもの居場所づくりに関する指針、こどもまん

なかアクション、こどもまんなか実行計画 2024 というのが、ざっとあります。それでは、

このこども基本法やこども大綱を踏まえたこれからの取手市のこども施策の在り方につい

てお聞きします。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

副市長、伊藤 哲君。

〔副市長 伊藤 哲君登壇〕

○副市長（伊藤 哲君） 小堤議員の御質問に答弁をいたします。これからの取手市の子

どもの施策の在り方についての御質問でございました。議員からも御案内ありましたけれ

ども、こども大綱というものがございまして、「全てのこども・若者が身体的・精神的・

社会的に幸福な生活を送ることができる社会」ということがうたわれております。取手市

としましても、そういった理想を目指すことになるかと思います。また、このこども大綱

では、大人として円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの心身の発達の成長

の過程にある者を「こども」と定義しているところでございます。その対象は、幼児期か

ら子育て期に至るまで広範にわたることから、それぞれのライフステージに立ち、切れ目
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がない必要な支援を受けられることが大切であり、様々な角度からのアプローチが存在す

るところでございます。そういった中で、こども大綱の方針の一つにも、「こどもや若者、

子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めていく」こと

が掲げられているところでございます。市といたしましても、こどもまんなか社会を実現

するに当たりましては、当事者である子どもや若者と積極的に協働していく必要がありま

す。そうした取組は、当事者目線のこども施策を推進していくためであり、子どもや若者

自らが社会に影響を与え、変化をもたらす経験となり、自己肯定感や自己有用感を生み、

子どもや若者が主体的に社会に――社会の形成に参画する態度を育むものとなります。こ

のような経験を経た若者が成長し、次代の取手市を、日本をつくっていくこと、これが持

続可能な社会を形成していくことにつながっていくと考えてございます。現在市では、こ

ども計画の策定を進めているところであり、子どもたちが今何を求めているのか、どうい

った悩みや課題を抱えているのか。そうした現状を把握し、取手市における必要なこども

施策を展開するため、子どもたちと直接対話する機会を設けることを予定しております。

こうした対応を計画策定のためだけの一過性のプロセスとするのではなくて、子どもたち

の社会参画と意見表明の機会を創出するための継続的な取組として、こども計画にも位置

づけをしてまいりたいというふうに考えてございます。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君

○12 番（小堤 修君） 副市長ありがとうございました。市は、こどもまんなか社会の

ゴールの一つとして、子どもとか若者が社会で自立できる環境を整えることが必要で、子

どもや若者と直接対話して意見を聴くことが、政策推進を協働し経験することが大事だと

いうことを言ってます。主体的に社会形成に参画する態度を育むこと――育むのであり、

継続的な取組としてこども計画に位置づけていくということが分かりました。ありがとう

ございます。

次に、では今の副市長の答弁を踏まえて、令和４年の４定で私の質問は、この組織の改

編ということ――ということでした。それでその観点を踏まえて、子どもに特化した部の

創設についてお聞きしましたが、今日は現時点でのこどもまんなか社会の創設に当たって

の進捗状況について、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 政策推進部長、齋藤嘉彦君。

〔政策推進部長 齋藤嘉彦君登壇〕

○政策推進部長（齋藤嘉彦君） 今期初登場でございます。よろしくお願いします。こど

もまんなか社会創設に当たっての進捗ということでございました。先ほど議員からお話の

あったとおり、以前、議員からも関連の質問をいただきました。その後、昨年の４月にこ

ども家庭庁発足と、そしてその直後、４月 27 日に中村市長が就任ということでございま

した。中村市長はマニフェストにおきましても「子育て支援」というのを大きな柱として、

結婚から妊娠、出産、子育て、そこまでの支援を充実させるということを掲げておるとこ

ろでございます。市長就任後、今度は市のほうで最重要計画である総合計画、とりで未来

創造プラン 2024 の策定をいたしました。この公約どおりの世界が描けるように、総合計

画に６つの政策を掲げました。その中の一つに「未来をつくる世代を育むまちづくり」と
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いうことを掲げまして、「子育てしやすいまちづくり」というものを位置づけをしている

ところでございます。

また、市の組織体制ですけれども、今年の４月から福祉部の直下に「こども政策室」と

いうものを立ち上げました。ここで庁内のこども施策の全庁横断的な司令塔役というふう

に位置づけまして、こどもまんなか社会の実現に向けた取組を進めているところです。現

在このこども政策室において、市の子どもに関する取組の洗い出しを進めております。必

要な事業が抜け落ちていないか、誰一人取り残さずにサービス、支援といったものをお届

けできているのか、そういったことを精査をしております。そしてこれと併せまして、先

ほど御紹介のあった国のこども大綱を受けた市のこども計画、こちらの策定の作業にも入

っておりまして、そういったことの中から、子どもや若者、子育て家庭の切れ目のない支

援体制というものがどうあるべきか、ということも検討をしているという段階でございま

す。

〔政策推進部長 齋藤嘉彦君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。昨年の４月、こども家庭庁が発足し

て、そして中村市長が市長として就任し、そして、子育て支援の大きな柱も掲げてきたと。

そういう中で今年は、４月にこども政策室が立ち上がって、そして市でも着々とこどもま

んなか社会に向けた施策を進めようとしているわけであるということが、今ありましたこ

の部長の答弁でよく分かりました。このとりで未来創造プラン 2024 の中の子育てしやす

いまちづくりのところで、課題について書いてあります。ちょっと切替えお願いします。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） とりで未来創造プラン、この第３部、各論～分野別の施策の推

進～というところで、第２章、政策体系における各取り組み、そして政策３、未来をつく

る世代を育むまちづくり、その重点施策として５番、子育てしやすいまちづくりというの

があります。この中に課題というところがありまして、この課題の前段部分が「子どもに

関する国の機関の再編や、子ども政策の強化により、自治体においてもこれに対応した体

制や人材の確保、既存の子育てに係わる部局でのスムーズな連携が求められます」と、そ

ういうふうに書いてあります。では、この既存の子育てにかかわる部局のスムーズな連携

について、お聞かせください。

○議長（岩澤 信君） 政策推進課長、髙中 誠君。

○政策推進課長（髙中 誠君） お答えいたします。こども家庭庁という国のこども関連

の組織再編、そしてこども政策の強化といった視点から、自治体における体制強化やスム

ーズな連携がこれまで以上に重要な課題になっているものと認識しております。市ではこ

れまでにおきましても、子育て支援課のみならず様々な部局で連携を図ってきたところで

ございますが、今年度からはこども政策室を立ち上げ、総合調整・司令塔といった役を担

って進めているところでございます。このスムーズな連携のためには、司令塔が果たす役

割は非常に大きなものであるとともに、この室の立ち上げは組織再編の一つの通過点であ

ると考えております。そのようなことから、先ほど部長の答弁で申し上げた事業の精査を
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基に、現在、次の組織改編の検討を進めており、集約できるものと連携によって取り組ん

でいくものを体系的に整理し、こども施策をさらに推し進めていくための組織体制につい

て、子どもに特化した部の設置も含め、関係各課と調整を行っているところです。この部

の設置に当たりましては、ポイントとなるのは、市民の皆様にとって手続がしやすくなる

といった実際的なメリットと、こどもをまんなかに据えた切れ目のない支援体制のための

あるべき組織体制について、集約と連携という視点で突き詰めていく事であると考えてお

ります。そうした中で、子どもに特化した部に集約することで市民の皆様の利便性が向上

するものや、効率が上がるものは集約を進め、元の部局で実施することが望ましいものは

連携しながら取り組んでいくという方針を立てまして、今各課と調整しているところでご

ざいます。子どもと家庭に対して、年齢などの様々な壁を越えた切れ目のない支援を目指

していくためにどのような組織体制がよいのか、どのように連携をしていけるのか、取手

版のこどもをまんなかに置いた組織の形をお示しできるよう進めてまいります。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。今のお話聞きますと、やはり市民の

手続がしやすくなるようにということが１つと、あと組織の中の集約と連携について各課

と調整しているということが分かりました。ありがとうございます。

そういうことで、今の質問は、近い将来というか来年の話のことかとも思われますが、

子どもと家庭の一元的な支援、年齢や制度の壁を越えた切れ目ない包括的な支援というこ

とについて、次はお聞きしたいと思います。これは、今まで子育て支援の柱だったのが第

２期子ども・子育て支援事業計画であり、これは今年度で終了ですけれども、来年度、第

３期子ども・子育て支援事業計画というもの作成はあるのでしょうか、お聞きいたします。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

〔福祉部長 鈴木文江君登壇〕

○福祉部長（鈴木文江君） それでは、小堤議員の御質問に答弁させていただきます。御

質問がありましたこの第３期子ども・子育て支援事業計画の作成について、この３期はあ

るのかということですが、それについてお答えさせていただきます。子ども・子育て支援

事業計画は平成 24 年８月に公布され、平成 27 年４月に施行された子ども・子育て支援法

の第 61 条に定められている法定計画となっております。５年を１期とする教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保と、この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画となっており、取手市におきましても引き続き、取手市第３期子ども・子育

て支援事業計画の策定を目指して、現在その準備を進めているところです。この計画は法

定計画となっているため、全国一律で各自治体で策定しており、これまでの計画期間は第

１期が平成 27 年度から平成 31 年度、第２期が令和２年度から令和６年度となっておりま

す。なお今回策定します第３期の計画期間は、令和７年度から令和 11 年度となる予定で

おります。以上です。

〔福祉部長 鈴木文江君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。大体分かりました。今３期の計画を
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策定準備中というとのことですが、ではこの第３期計画は第２期の計画とどのようなとこ

ろが変わってくるのでしょうか、お願いします。

○議長（岩澤 信君） 子育て支援課長、三浦雄司君。

○子育て支援課長（三浦雄司君） それでは、小堤議員の御質問に答弁いたします。子ど

も・子育て支援事業計画につきましては、市町村が策定するもので、幼児期の学校教育・

保育、地域の子育て支援についての需給――需要と供給に関する計画として、地域の実態

に即して整備するものでございます。この計画で想定している事業としましては、認定こ

ども園、幼稚園、保育所、事業所内保育事業者への施設給付、地域子育て支援拠点事業や

一時預かり事業など、こういったものが法律で定められております。第２期計画と第３期

計画の違いについてでございますけども、近年子どもの数が減少傾向であることから共働

き世帯が増加しており、取手市においても保育ニーズが高まりを見せているところでござ

います。第３期の計画に当たりましては、取手市の人口統計を基に本年度に作成する予定

で、作成に当たりましては、令和５年度に実施したニーズ調査を踏まえ、地域の実態に即

した計画策定に努めさせていただきたいと考えているところです。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。地域の実態に即したものとして、こ

の人口統計を基に、少子化と共働きの増加などを踏まえ作成したいという趣旨が分かりま

した。ありがとうございます。

では、今のこの質問の項目にもあります、年齢や制度の壁を越えた切れ目のない包括的

な支援について、お伺いします。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

○福祉部長（鈴木文江君） お答えします。切れ目のない包括的な支援についてというこ

とで御質問です。子どもの育ちや子育てをめぐる状況は様々であり、悩みや不安を抱えて

いる方々が多くいらっしゃいます。子ども・子育て支援法では、障がい、疾病、虐待、貧

困、家族の状況、その他の事情により、社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を

含め、全ての子どもと子育て家庭を対象としております。家庭、学校、地域、職域など、

あらゆる分野における全ての方々が、次世代を担う子どもたちのために、子ども・子育て

支援の重要性に対する関心や理解を深め、おのおのが協働し、それぞれの役割を果たすこ

とが必要となっております。取手市におきましても、引き続き母子、福祉、教育部門で連

携を図ってまいります。また、社会の希望であり、未来を創る子どもの健やかな育ちと子

育てを支えるため、子どもとその保護者の支援を充実させるだけではなく、これから子を

産み育てる若者も含め、最善の利益が実現される社会を目指して、教育、保育、福祉の分

野だけでなく、垣根を越えた全庁的な連携を図りながら、取手市がこどもまんなか社会と

なるべく、包括的に子育て支援に取り組んでまいりたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。母子、福祉、教育部門の連携を図る

ことで、子どもとその保護者の支援を充実させるだけでなく、最善の利益が実現される社

会を目指して全庁的な連携を図っていくということが分かりました。ここまで、取手市の
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こども施策について――施策の在り方から始まり、組織としての考え方や進捗状況、そし

て現在の事業計画について聞いてきました。では次に、子どもの視点や子育て当時者の視

点に立った施策立案について、お聞きします。資料お願いします。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） これ、こども計画ですね、先ほど来答弁に出てますこども計画

ですが、こども基本法第 10 条及びこども大綱に基づくものということで、こども基本法

第 10 条２項は、「市町村は、こども大綱を勘案して、当該市町村におけるこども施策に

ついての計画を定めるよう努めるものとする」と、努めるよう。これを受けてこども大綱

の第４、こども施策を推進するための必要な事項の３、施策の推進体制等というところで、

（３）自治体こども計画の策定促進、地方公共団体との連携というのがあります。ここで

は、こども基本法において、都道府県は、国の大綱を勘案して都道府県こども計画を作成

するよう、また市町村は、国の大綱と都道府県こども計画を勘案して市町村こども計画を

作成するよう、それぞれ努力義務が課せられている。つくったほうがいいよと、そういう

ことだと思います。

それでは次に、子どもの視点や子育て当事者の視点に立った施策立案ということで、国

のこども大綱に基づく取手市策定中のこども計画はどのようなものでしょうか、お聞きい

たします。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

○福祉部長（鈴木文江君） お答えします。今、小堤議員のほうからお示しいただきまし

たとおり、このこども大綱につきましては、市町村のこども計画については努力義務とい

うことで示されております。次世代を担う若者が幸福な生活を送り、進む少子化に歯止め

をかけ、持続可能性を高めていくために、取手市はこども施策に関する基本的な方針や重

要事項等を一元的に定めるこども計画の策定を進めることといたしました。こども計画は

この対象となる子どもの定義を、「心身の発達の過程にあり、大人として円滑な社会生活

を送ることができるようになるまでの者」としていることから、幼児期から思春期、青年

期、そして子育て期に至るまで、それぞれのライフステージに合わせた施策を展開するこ

とが求められており、現在策定中の第３期子ども・子育て支援事業計画に定める対象や事

業も一部包含した計画となることが想定されております。子どもから若者、子育て世代ま

で、幅広い当事者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活が送ることができる社会、いわ

ゆるウェルビーイングな社会を実現するための指針として、こども計画の策定を市として

進めてまいりたいと思っております。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。このいわゆるウェルビーイングです

か、このウェルビーイングな社会実現の指針として、こども計画の策定をやっているとい

うことで、ぜひ頑張っていただきたいと思います。

では、この市町村こども計画というのは、子ども・子育て支援事業計画――先ほど来出

てます。これと一体的に策定する市町村もあるということのようですけれども、取手市の

場合は一体的に作成――策定を進めるのでしょうか。その辺をお聞かせください。
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○議長（岩澤 信君） 福祉部次長、佐藤睦子さん。

○福祉部次長（佐藤睦子君） 小堤議員の御質問に答弁させていただきます。こども基本

法第 10 条第５項では、既存の各法令に基づく子ども・若者育成支援に関する計画やこど

もの貧困に関する計画、そのほか、こども施策に関する計画とこども計画を一体的に策定

することができると定められております。これに基づき、取手市におきましても、法定計

画である子ども・子育て支援事業計画との一体的な策定を検討いたしましたが、こども計

画の基となるこども大綱が令和５年 12 月になって示されたこと、また取手市第２期子ど

も・子育て支援事業計画の次期計画の策定がその時点で既に始まっていたことを勘案し、

今回は一体的な策定はせずに、それぞれで必要な事項を定めた計画を策定することといた

しました。その上で、今策定中であるこども計画と取手市第３期子ども・子育て支援事業

計画の計画期間が満了し、次期計画を策定するタイミングで一体的な計画策定を進めるこ

とを検討しております。以上となります。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございます。分かりました。今回は別々と、ほかの

市町村は一緒にやるところもあるけれど、別々にやって、それで次のときに一緒になれる

かどうかというところを検討したいということだと思います。では、このこどもまんなか

社会の計画については、国の施策を踏まえた取手市独自の特色ある施策を作成する必要が

あると思います。そのビジョンについて、お聞かせ願いたいと思います。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

○福祉部長（鈴木文江君） お答えします。こども基本法第５条では、「地方公共団体は、

基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、

その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する」と

定められております。そのため、こども計画の策定に際しましては、まず庁内のこども施

策に関する情報を集め、整理するとともに、対象者へのアンケートや、当事者である若者

と直接意見を交わす場を通じまして、本市において今何が求められているのか、どういっ

た課題が潜在的にあって、その解決のためにどのような施策を展開すべきかを分析するこ

とが、まずは重要であると考えております。計画策定に当たりまして、まさに今こうした

取組が動き出したところであるため、今の時点ではっきりとしたビジョンをお伝えするこ

とはできませんが、子どもや若者、当事者と直接意見を交わす機会を創出し、多様な意見

を取り入れることが大切であると考えております。また、こうした取組は、計画策定のた

めの一つの手段とするだけではなく、これからの取手市を支える次代の子どもや若者の主

体性を育み、地域社会の持続可能性を高めていくためにも、これからの継続的なテーマと

して計画に位置づけてまいりたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。現状としては、この情報の収集と整

理、またアンケートをやるとか、あと若者や子育て当事者の意見交換をして、そして課題

の抽出分析、これが大事なのかなということですが、これからの取手市を担う子どもたち

の主体性を高め、持続可能な地域社会にしていくための継続的なテーマとして計画に位置
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づけていくということが分かりました。では、そういった計画を基に、誰一人取り残さな

い支援体制の強化という観点から、まず取手市が目指すこどもまんなか社会とはどのよう

なものなのでしょうか、お聞かせください。

○議長（岩澤 信君） 福祉部長、鈴木文江さん。

○福祉部長（鈴木文江君） お答えします。本市におきましても、今年度このこども大綱

に基づきましてこども計画の策定を進める中で、子どもや若者、子育て当事者がどのよう

に考え、またどのようなことを悩み抱えているのか、当事者の意見をしっかり受け止めな

がら、今後の市のこども施策の方向性を定めていきたいと考えております。そのためにも、

ライフステージごとに対象を分けたアンケートを実施し、今子どもたちが置かれている状

況を的確に把握することに努めてまいりたいと思います。また、子どもたちと直接意見を

交わす場を設け、行政が子どもたちのリアルな考え方を受け止めるとともに、子どもや若

者が主体的に社会の形成に参画する機会を提供してまいります。そのほかにも、市内企業

との連携や、市全体でこどもまんなか社会の実現を目指す機運を高めるためのシンポジウ

ムの開催等、様々な手法を通じて、子どもたちの笑顔と笑い声に包まれる社会を形成して

まいりたいと思っております。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。今、部長最後に言ってたように、子

どもたちの笑顔と笑い声ということですけれども、取手市は５月５日こどもの日に、こど

も家庭庁が掲げるこどもまんなか応援サポーターになることを宣言しました。中村市長の

下、宣言されたみたいですが、これは、この趣旨に賛同する団体や企業や自治体、そして

個人でも宣言ができるということで、聞くところによるとインスタ、エックス、ティック

トック、ユーチューブでもできますということで、私も先日この宣言というのをやってみ

ました。ぜひ皆さんもやっていただきたいと思います。詳しくはこども政策室に聞いてく

ださい。私はよく分からないので……

〔笑う者あり〕

○12 番（小堤 修君） （続）ということで、次、切替えお願いします。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） これが今お話ししました、５月 15 日の広報とりでに、一面で中

村市長が井野なないろ保育所へ行ったときの様子です。こんな感じです。ここに市ホーム

ページのＱＲコードがありますので、これ２分ですけど、ちょっと長いので後半のほうの

50 秒を皆さんに見ていただきたいと思いますけれども、中村市長の周りに集まっている

子どもたちのこの笑顔というのは最高ですので、ぜひその辺を見ていただきたいと思いま

す。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） 今ちょっとだけでしたけれども、全部で２分ですので、後で皆

様それぞれ御覧になられるといいかと思いますが。本当に子どもたちのきらきらした瞳と

いうのは、何物にも代え難いものかなというふうに私も感じます。ですから、この次世代

を担う子どもたちのためにも、私たちが今できることを真剣に考えていかなければいけな
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いのかなというふうに思います。では、このこどもまんなか応援サポーター以外に取り組

んでいることは何か――これだけじゃないと思うんですけど、あったら教えてください。

○議長（岩澤 信君） 福祉部次長、佐藤睦子さん。

○福祉部次長（佐藤睦子君） 小堤議員の御質問に答弁させていただきます。ユーチュー

ブ、御紹介いただきましてありがとうございました。こちらのユーチューブでは、取手市

は令和６年５月５日こどもの日に、「こどもまんなか応援サポーター」として、こども施

策を積極的に推進していくことを表明いたしました。こうした子ども関連施策につきまし

ては、これまでも各部署において力を入れて取り組んできたところであり、市の最上位計

画であるとりで未来創造プラン 2024 においても、「未来をつくる世代を育むまちづくり」

という施策を「目指すまちの未来」に掲げ、ファミリー・サポート・センター運営事業や

放課後子どもクラブ運営事業など、子どもや子育て世代が取手市で安心して過ごせるため

の取組を重点事業としております。また、日々困難に直面する子どもや子育て世代の意見

を聞き、その方々に寄り添った事業にも力を入れております。一例を挙げさせていただき

ますと、子育て支援課家庭児童相談室では、児童を育てる上での様々な問題を抱える親に

対し、その悩みに寄り添い助言や指導を行うことで、家庭で抱える悩みの解消に取り組ん

でおります。また、教育総合支援センターでは、学校生活に関する悩み事や心配事の相談

を受け、不登校で悩んでいる児童生徒に対して学校生活への復帰を支援しております。そ

のほかにも様々な部署が日々子どもや若者に接し、困難を抱える方に寄り添い、その問題

の解決を目指しております。誰一人取り残さない支援体制の強化とのことですが、なかな

か声を上げづらい困難を抱える方々の意見につきましても、しっかりと吸い上げられるよ

う庁内での意見を集約するとともに、今後もこうした方々に寄り添い、誰一人取り残さな

いこども政策の推進につなげられるよう、子どもや若者に関わる各部署の横断的な連携を

進めてまいります。以上です。

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。ファミリー・サポート・センターと

か子どもクラブ、あと子育て支援課の家庭相談室とか教育総合支援センターとか、いろい

ろやってるということ、改めてこう思いは感じます。ありがとうございました。ここまで

は市長部局の取組について聞いてきましたけれども、子どもにとって欠くことのできない

のというと、学校という世界があります。取手市は令和４年ですか、山王小学校で始まっ

たコミュニティ・スクールが今年度から市内全小中学校で始まりました。子どもたちを学

校だけでなく、保護者や地域企業などが一体となって支えていくというものです。切替え

お願いします。

〔12 番 小堤 修君資料を示す〕

○12 番（小堤 修君） これ小学校のホームページにこれ載ってるんですけれども、コ

ミュニティ・スクール通信第１号ということで、「「コミュニティ・スクール」ってな

に？」「「学校運営協議会」とは、どんな仕組み？」「「コミュニティ・スクールを実施

する利点は？」ということとか、「学校運営協議会に与えられる「権限」とは？」――権

限というのがあるんですね、これ。詳しくはお話は今しませんけど、こういうこととかが
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あります。あと、これ１号で、２号は「「コミュニティ・スクール」って、取手市だけの

ものなの」ということ、また、「これまでの「学校評議員」とは、どこが違うの？」とい

うふうに、このコミュニティ・スクール全市で始まったということで、今手探り状態のよ

うなところはあるんでしょうけども、こういったことを学校のホームページに載せて、そ

して理解を求めていくというようなことを今しているのだと思います。

では、誰一人取り残さない支援体制の強化ということで、地域社会や関係機関との連携

支援体制を踏まえたコミュニティ・スクールの取組について、お聞きします。

○議長（岩澤 信君） 教育長、石塚康英君。

〔教育長 石塚康英君登壇〕

○教育長（石塚康英君） 小堤議員の御質問にご答弁申し上げます。誰一人取り残さない

支援体制の強化との御質問ですが、このことは保護者のみならず、地域の宝でもある子ど

もたちを育む上でとても大切にしたいテーマだと考えています。私は昨年度まで校長とし

て、学校、保護者、地域、そして企業の皆様など、たくさんの皆様と連携して、子どもた

ちのよりよい育ちを支えられるように取り組んできたところです。そうした中、昨年度は

コミュニティ・スクールの体制も整備してまいりました。令和４年度に山王小でスタート

し、昨年度は７校、今年度からは市内全校で実施するこのコミュニティ・スクールの取組

は、地域と学校が一体となって子どもを育む活動として、とても意義深い活動だと感じて

いるところです。地域コミュニティーの核として学校という場を活用するこの事業、まさ

に誰一人取り残さない子どもたちへの支援体制をつくるための方策の一つです。地域ぐる

みで子どもたちの育ちを支えることで、子どもの笑顔が保護者の笑顔、地域の方々の笑顔

につながるであろうこの事業に、市としても一層力を入れていきたいと考えております。

詳細は、担当部長より答弁させていただきます。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

〔教育部長 井橋貞夫君登壇〕

○教育部長（井橋貞夫君） それでは、小堤議員の御質問に教育長の補足答弁をさせてい

ただきます。コミュニティ・スクールは、学校運営協議会を設置した学校のことを言いま

して、学校と校長から推薦された保護者、地域の皆さんの中から委員として構成されてお

ります。学校運営協議会は、委員の皆さんが、学校の教育目標やビジョンを学校と共有し、

学校や教育委員会に意見を述べることができる機関となります。学校が抱える課題は学校

により様々ではありますが、現在複雑になってきており、もはや学校だけで全てを解決す

ることができなくなってきております。そういった課題を学校のみならず地域の皆さんや

保護者の皆さんなど様々な方が参加する学校運営協議会で協議し、その支援体制を考える

ことで、学校だけでは考えられない地域に合った最適な解決策を発見することが可能にな

るかと思います。この取組の中で、子どもたちが未来を開く豊かな心と個性を育むことが

できるように、地域の方々や保護者、企業の方々などが手を携えて、子どもたちが健やか

に成長できる環境を整えていくことも、こどもまんなか社会の一つの形ではないかと思っ

ております。こういった取組や活動が熟していけるよう、教育委員会として支援してまい

りたいと考えております。以上です。
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〔教育部長 井橋貞夫君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 小堤 修君。

○12 番（小堤 修君） ありがとうございました。こういう学校のコミュニティ・スク

ールもこどもまんなか社会の一つの取組だということが分かりました。実は、――何年前

だろう、三、四年、もっと前ですか――コロナになる前だと思うんですけど、総務文教委

員会で宮城県の東松島に行って――行った方いらっしゃるかと思うんですけども、そのと

き被災した海面近くの集落は、みんな山のほうに上がったと。そして、その上がったため

に削った土を下の海に近いところのかさ上げに利用したと。それというのは、そこは地域

性もあるんですけど、中学校区で一つの地域が成り立っていて、そこの子どもたちはおじ

いちゃん、おばあちゃん――どこのおじいちゃん、おばあちゃんも、どこの子どものこと

を知っていると。子どもも逆に、みんなおじいちゃん、おばあちゃんのことを知っている。

そういうコミュニティーが自然に形成されている、そういったものというのは、今このこ

どもまんなか社会を考えたときに、もう既に東松島にはそういうことが出来つつあったん

だなというふうに思った次第です。これからの日本というのは、高齢化の加速的な進展と

ともに年々出生率が下がり、少子化が進んでいます。今回の質問は、その少子化社会の中

で、次世代を担う子どもたちをどのように育んでいくかという、国のプロジェクトでもあ

るこどもまんなか社会についての取手市の取組について質問させていただきました。様々

な方から様々な答弁ありがとうございました。こども――こどもまんなか社会とは、今皆

さんが言われたとおりですけれども、各行政の様々な計画をもとに構成することであり、

決して子どもを甘やかすとか、子どもを過保護に育てる、そういうことではないのは大前

提だと思います。行政としましては、来年を見据え、組織の中で集約できるところは集約

し、そしてそのまま部署で連携していけるところは連携していき、子どもや若者、そして

子育て当事者から意見を聴いたり、アンケートを取ってこども計画を立て、継続していく

ということが分かりました。ありがとうございます。そしてそれは市長部局だけでなく、

教育委員会も教育長を中心に、コミュニティ・スクールを活用しながら、学校、保護者、

地域、企業などと連携しながら、取手市全体でこどもまんなか社会を構築していくという

ことが分かりました。議会としましても、精いっぱい考え対応していきたいと思います。

子どもたちの笑顔や笑い声がいっぱいの取手市になるよう、私たちも頑張っていきたいと

思います。どうもありがとうございました。以上で、私の質問は全て終わります。

○議長（岩澤 信君） 以上で、小堤 修君の質問を終わります。

13 時まで休憩いたします。

午前 11 時 54 分休憩

午後 １時 00 分開議

○議長（岩澤 信君） 再開します。

休憩前に引き続き、一般質問を続けます。

続いて、本田和成君。

〔２番 本田和成君登壇〕

○２番（本田和成君） 日本共産党の本田和成でございます。通告に従いまして、私の一
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般質問をさせていただきます。午後一番初めで眠くなる時間ですけども、しっかりとしゃ

べりますので、よろしくお願いします。まず駅前の西口開発についてでございます。ホー

ムページにおいて、「取手駅西口駅前に図書館を核とする複合公共施設の整備を目指しま

す」とあり、この複合公共施設の事業方針が市民の皆様に公開がされております。この事

業方針の中には、目的、ターゲット設定、コンセプトといったものが詳細に書かれており

ます。また、多大な公金、これが使われることも、この計画には入ってございます。市民

の皆様にとって本当によいものになっていくのかどうか、これがしっかりと見極――見極

めていかなければいけないと私は思っております。つきまして、まずは、この西口駅前に

図書館を核とする複合公共施設を造る目的、これは何か、改めてお聞きをいたします。御

答弁をお願いをいたします。

〔２番 本田和成君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

都市整備部長、浅野和生君。

〔都市整備部長 浅野和生君登壇〕

○都市整備部長（浅野和生君） それでは、ただいまの御質問にお答えさせていただきた

いと思います。駅前に複合公共施設を整備するためには、その前提といたしまして、Ａ街

区において組合施行による市街地再開発事業が施行されることが前提となりますので、ま

ず駅前において再開発事業を実施することの意義を説明させていただきます。Ａ街区にお

ける再開発事業の実施により、取手駅周辺地区の魅力度を高め、中心市街地にふさわしい

魅力と活力に満ちあふれたエリアとなることが期待可能となることに加えて、Ａ街区のみ

ならず西口の既存商業施設はもちろんのこと、東口をも含めた取手駅周辺エリア全体の魅

力度や活力の向上、にぎわい創出といった効果を目指して実施するものでございまして、

さらには市全体の活性化にもつながる効果を期待して実施するものでございます。次に、

Ａ街区を魅力ある街区とするためには、集客力と利便性を兼ね備えた駅前の活性化やにぎ

わい創出につながる施設を整備することが必要であり、必要かつ有効であるとの認識を市

と地権者の皆さんとで共有しておりまして、こうした施設とするためには、商業業務施設

を充実させることは当然ではありますけれども、これに加えまして、様々な用途に使用可

能な使い勝手のよい新たな公共施設を整備することが有効な手段であると考えていること

から、Ａ街区に公共施設を整備する方針としたところです。

駅前に図書館機能と市民が交流・活動できる機能を有する複合的な公共施設を整備する

ことにより、駅周辺地区への来街者数が増加し、駅周辺地区の活性化やにぎわい創出効果

につながることが期待できるものと考えております。実際、他市におきましても、駅前に

図書館を整備することにより、駅前地区の活性化につながっている事例が数多く存在し、

魅力ある駅前の都市空間づくりによって、まち全体の活性化に資する効果が発現している

事例も数多く見られるところです。このように、駅前に複合公共施設を整備する目的は、

人口減少社会や少子高齢化社会を見据えて、市の中心市街地である取手駅周辺地区の活性

化やにぎわい創出を図り、これを市全体の活性化につなげることにより、将来的に魅力に

あふれ、持続可能な取手市をつくっていくことにあると考えております。以上でございま
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す。

〔都市整備部長 浅野和生君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） どうもありがとうございます。目的とは、やはり最終的に何を実

現したいのか、この部分が重要だと私は思います。先ほど御答弁にありました人口減、こ

ういうものを含めて将来的にということ、持続可能なそういった取手市をつくっていくと

いうようなことだというふうに受け止めました。このにぎわいを創出する、それを図るこ

とでどのような取手市をつくっていくのか、これが本来の目的であると私は思います。先

ほど人口についてということをおっしゃっておられましたけども、例えば経済効果、それ

から人口――人口といっても住んでいる人口なのか、滞留人口なのか、交流人口なのか、

若年層の人口なのか、人口一つ取っても様々なところがあると思います。こういったとこ

ろの経済効果やそういった人口についての効果目標、それから目標数値、こういったもの

というのはあるんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。具体的な数値目標と

いうことで御質問いただきました。先ほど部長の答弁の中でも、駅――駅前に複合公共施

設を整備する目的ということで、人口減少社会や少子高齢化社会を見据えて、市の中心市

街地である取手駅周辺地区の活性化やにぎわい創出を図り、これを市全体の活性化につな

げることにより、将来的に魅力あふれ、持続可能な取手市をつくっていくことがあると―

―いくことにあると考えておりますという答弁をさせていただきました。その中で、具体

的な数値目標ということでございますが、例えば、想定利用者数なども一つの目標かとい

うふうに考えております。実際、現時点では、基本構想の策定をした――している段階と

いうことで、まだ方針を発表させていただいた段階でございます。なので、具体的にどの

ような施設にするかとか、例えば規模の――床の規模を、具体的にこの機能はこのぐらい

の規模と、そういったものの検討というのはこれから進めていくことになります。そうい

ったことから、明確な想定利用者数を設定するというのは、現時点では難しいかなという

ふうには考えております。とはいえ、例えば他市の事例であれば、既存の図書館をリニュ

ーアルして、なおかつ指定管理にした図書館であれば、利用者数が２倍から３倍に増えた

という事例もございます。とはいえ、当市の今考えている方針としましては、現在の取手

図書館の機能を拡充して駅前に移転するということにしておりますので、それ以上の多く

の方の利用を目指していきたいというふうに考えております。なので、具体的な数字とい

うところはなかなか難しいところがありますけども、多くの方に利用していただきまして、

利用者数の増、また交流人口の増なども増やしていければというふうに考えております。

以上です。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） どうもありがとうございます。これから基本構想に肉付けをして

いって、来年度、令和７年度中に基本計画を策定し、具体的な内容が出されるということ

でよろしいですかね。その上で明確なこの目的――最終的にどういったものにするのか、
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この明確な目的、これを示していただきたいと思います。その上で、この明確な目的を達

成するため、これをどのようにやっていくのか、このプロセス、これを考えていくという

ことは非常に重要だと私は思います。現在公開されている駅前だけではなく、駅周辺地区

全体ににぎわいを波及させ町の活性化を図るという、これだけの目的を見ますと、どうや

ってにぎわいを波及させていくのか、それからそのプロセス、これどうやっていくのか、

これ非常に分からない、私は疑問に感じております。この事業については、やはり年代、

それから地域によっては賛否が分かれております。また、この事業自体が知らない市民の

方、これ、多くいらっしゃいます。実はこれ、駅前の東口で私、日本共産党のちょっと活

動でシールアンケートなんていうのを若者向けにやりました。で、西口に何ができるか知

ってますかということを聞いたら、実はこの若い人たち、誰も知らなかったんです。そう

いうことがありました。だから、この事業自体は知らない方、多くいらっしゃいます。こ

の事業が認知が行き届いてない状況、それから、今の段階でやっぱり目的がまだ抽象的だ

ということ、この中でどうやって進めていくのか、これは今後しっかりと熟考して――し

ていただきたいと思います。

この事業のターゲットというのは、学生、それから勤務者など比較的若い世代としてお

ります。で、３月議会――前回の議会で建設委員会では、染谷議員だったと思いますけど

も、学生は購買意欲がないと、勤務者はすぐに帰ってしまうがどう考えているかという質

疑がありました。それに対して、魅力的な施設にするという答弁がされております。また、

昨日、岡口議員の一般質問の中では、基本構想がまとまった後にはパブリックコメントの

実施、それから、基本計画の策定時には広く市民の意見を聴いていくという答弁がござい

ました。この魅力的な施設を造るためには、しっかりと市民の意見、これを収集していく、

これ、本当に重要だと思います。このパブリックコメントにしても、そもそもパブリック

コメントを実施している、これを知らないという状況だと、やはり全くこれ意味がないと

思います。この事業自体について、先ほど申し上げましたように、若者、誰も知らないと。

それから、このパブリックコメントを実施する、こういったとこ、特にこのターゲットに

なる比較的若い層へのアプローチ、それからこの周知、どのようにしていくのか、どうお

考えか御答弁お願いします。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。そういった若い方々

へのアプローチの仕方ということだと思います。Ａ街区に複合公共施設を整備する方針に

つきましては、さきの議会で報告をさせていただきまして、先ほど議員からもございまし

たとおり、ホームページにも掲載をさせていただいております。また、報道機関を対象と

しました説明会も実施をし、新聞各紙などでも報道をされたところでございます。しかし

ながら、一般の市民の皆さんにつきましては、複合公共施設を整備する方針についての認

知度が必ずしも十分でないという面があるかもしれません。そういった御意見、御指摘が

あるということも我々は認識をしております。今後、公共施設整備に関する基本構想のパ

ブリックコメントを実施することや、基本計画策定のプロセスにおきましては、市民の皆

さんの御意見を幅広く伺うということを予定していることから、事業の認知度をより向上
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させていくことが重要であるというふうに考えております。そのための具体的な方法につ

きましては、今後しっかりと検討させていただきたいと考えておりますが、市の広報やホ

ームページのほか、例えばメールマガジンやＳＮＳ、動画の配信なども積極的に活用して

いきたいと考えております。とりわけ情報感度が高く、ターゲット層にも設定している若

い世代の皆さんに対しましては、どのような情報発信手段がより効果的かを検証しまして、

積極的な情報発信に努めてまいりたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） パブリックコメントについては、どのように告知をされるんでし

ょうか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。パブリックコメント

は、当然のことながら市のホームページや広報などにも掲載させていただくほか、メール

マガジンやＳＮＳなどもやはり積極的に活用をさせていただきたいというふうに考えてお

ります。一般的に、学生さんなど若者は市政に関心が薄いというふうに思われているとこ

ろがあるかもしれません。だからこそ、そういった層にしっかり情報が行き渡るように、

今後努めていきたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） 何かをするには、認知、これ非常に重要です。その認知がされて

いないと、なかなか何をするかということは、結果とか効果、これやっぱり出にくいとい

うことになります。しっかりと市民の方のニーズ、これ収集できるようにしていただける

ようお願いをしたいと思います。冒頭で申し上げましたように、この事業には多大な税金

が投入されます。事業方針に「駅周辺地区全体」という表現がされております。こういっ

た表現を聞きますと、例えば私が住んでる戸頭、それから藤代、こういった地域、これが

含まれないという認識を持ってしまいます。この駅周辺地区だけでなく、取手市民、それ

から取手市全体にとってどのような効果を実現するのか、私はこの部分が非常に重要だと

思うんですけども、この投入される税金に対する取手市民、それから取手市全体への効果、

これはどのようにお考えでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。西口、区画整理をは

じめ今回の駅前の複合公共施設の整備につきましては、もちろん公金が投入されるという

ことになります。なので、西口ばかりにお金をかけてというような御意見も耳にするとこ

ろもございますが、駅前が魅力的になりまして活力が創出できれば、先ほども部長のほう

からもございましたとおり、市全体に波及効果が波及するというふうに考えております。

そういったことから、市民の皆さんが魅力的な駅前になったということで胸を張れるよう

な――張れるような、まちの顔にしていきたいというふうに考えております。それにより

まして、取手が魅力的になりまして、周りのほかの市町村の方から、取手駅前を中心にし

たその波及効果というものが幅広いエリアに広がっていって、市全体の活性化につながっ

ていくのではないかというふうに考えております。以上です。
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○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。そうしますと、波及をさせていくという

プロセス、これ非常に重要になると思います。今後、基本計画、これを出されるというこ

とですけども、そこでは市民の意見をしっかりと収集をしていただいて、そしてどのよう

なプロセスでやっていくのか、これ、しっかりと示していただきたいと。それで目的を明

確にした上で費用に対する効果、これ最大限になるように、そういった計画、これをお示

しいただけますようお願いをします。

続きまして、図書館の社会教育施設としての在り方、これについてお尋ねをいたします。

教育基本法第 12 条では、社会教育について述べられております。「個人の要望や社会の

要請にこたえ、社会において行われる教育は、地方公共団体によって奨励されなければな

らない」、そしてこの第２項には、地方公共団体は、図書館など社会教育施設の設置、学

習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなければなら

ない、とあります。また、社会教育法第９条では、図書館は「社会教育のための機関とす

る」とされています。こういったことから、社会教育というのは地方自治体が奨励・振興、

これをしていくものであり、図書館というものは単なる施設ではなく、社会教育機関でな

ければなりません。今回、この複合施設に入る図書館の在り方、これはどのようにお考え

なのか、社会教育施設としてという、この観点から御答弁をお願いをいたします。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

教育部長、井橋貞夫君。

〔教育部長 井橋貞夫君登壇〕

○教育部長（井橋貞夫君） 本田議員の御質問に答弁させていただきます。先ほど御紹介

ありましたように、図書館は社会教育法により、社会教育施設として位置づけられており

ます。そして図書館法により、地域の事情や住民の希望に沿い、学校教育を援助して、家

庭教育の向上に資する事業を実施――努めることとされております。現に、図書館は、

様々なことで市民サービスそして社会教育の一端を担っております。その一つとして、現

在の取手図書館が昭和 54 年に竣工しまして、現在 45 年を迎えております。そういった現

在の建物の状況であったり駐車場の状況、または市民の皆さんの利用に関して、多くの課

題を抱えております。それぞれの要望を一つ一つ解決していく、市民ニーズに応えていく

のには、現在の建物では非常に難しいと考えております。そういったことで、駅前の図書

館移転については、多くの課題に対応しまして、図書館サービスの提供がより充実するも

のと考えております。それによって期待するものが非常に大きいものがあると考えており

ます。以上です。

〔教育部長 井橋貞夫君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） どうもありがとうございます。図書館サービスの拡充ということ、

今ご答弁あったと思うんですけども、図書館を含めてこれ今回指定管理にするということ

ですけども、この図書館の本館が駅前に――の複合公共施設内に指定管理で入るというこ

とを伺っているんですけども、そうしますと、図書館の本館機能として必要な地域情報、
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それから資料、こういったものの収集、それから、民間になりますと人員削減などによる

レファレンスサービス、こういったものの質の低下、こういったものが懸念される可能性

――懸念がされるかもしれないということがあると思うんですけども、今回の図書館のこ

の指定管理についてはどのようにお考えでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。指定管理の導入する

ことの在り方ということかなというふうに考えております。今回、Ａ街区の複合公共施設

の運営につきましては、指定管理者制度を導入することを検討しております。指定管理の

導入によりまして、管理運営が効率的となり、管理経費の縮減につながることが期待でき

ることに加えまして、民間企業の持つノウハウを積極的に活用することで、開館時間の延

長や魅力的なコンテンツの提供、様々なイベント開催など、市民ニーズに対応したきめ細

かなサービス提供が期待できると考えております。他市事例におきましても、指定管理者

の活用によりまして、大幅な利用者数の増加やユニークな企画イベントなどの実施により

まして、駅前活性化につなげているという事例が多くございます。指定管理の具体的なや

り方は今後検討していく事項ではありますが、複合公共施設のどの部分を指定管理者に任

せるのか、指定管理者に任せる業務内容はどの範囲か、指定管理者にどういった運営を求

めるのかといった、指定管理の出し方に関する点は様々な工夫の余地があると考えており

ます。特に図書館につきましては、現在、ボランティアの方々をはじめとしました様々な

方々の熱心な御協力によって運営されている面がございますので、指定管理者に任せる業

務内容や運営方法を検討するに当たりましては、こうした図書館の運営を支えていただい

ている皆さんの意見をしっかり伺いまして、活動の場や機会を最大限に確保し、現在の熱

心な活動を維持していくことが可能となるよう留意していきたいと考えております。以上

です。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） どうもありがとうございます。現在、図書館では、この６月の広

報にも載りました「ほんくる」、こういったこととか、先ほど御答弁にもありましたボラ

ンティア団体による読み聞かせ、こういったものがすばらしい様々なことが行われており

ます。私がやはり懸念するのは、指定管理になることで、こういったことがすごく質が下

がったりとか、できなくなってしまう、そういったことがあると、やはり社会教育施設と

しての役割、これしっかり果たせなくなってくると、そういうふうに感じております。そ

ういった意味でも、やはり図書館が駅前に大きなものがあればいいということではなくて、

この社会教育施設の在り方ということを考えますと、地域に――地域住民にとって地域に

根づいたもの、これが必要だと私は思います。私の住む戸頭の公民館、それから、その公

民館の中に図書室がございます。この公民館図書室というのは、本当に地域のコミュニテ

ィーに不可――必要不可欠な、そういった場所になっております。当市では、公共施設等

総合管理計画で 27％の縮減の計画、これがされております。戸頭やこの地域の図書館、

こういったものの縮減についてはどのようにお考えなのか、これ御答弁をお願いいたしま

す。
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○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。公共施設等総合管理計画で

ございますけれども、これは既存の市内の公共施設を全体として見た場合に、長期的に公

共施設の維持管理コスト、また、総量を縮減するために、各施設の耐用年数を迎える前に、

存続、廃止、縮小、集約化、複合化の方針を検討していくと、こういったものでございま

す。また公共施設等総合管理計画は、将来において不足している公共的機能の拡充や、公

共サービスの質の向上、市の魅力度の向上、住民の利便性の向上などの政策的な理由によ

って、新たに必要となる行政需要を充足するための公共施設を新規に整備することを否定

するという趣旨ではございません。そのため、Ａ街区において複合公共施設を新規に整備

していくことと、公共施設等総合管理計画の内容とは矛盾するものではないと考えており

ます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） 矛盾しないということなんですけども。私が一番心配してるのは、

やはり地元の図書室がどうなっていくのか、公民館がどうなっていくのか、やはりここの

部分でございます。これについてちょっと御答弁をお願いします。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

○教育部長（井橋貞夫君） 本田議員の御質問にお答えします。やはり地域における学習

交流拠点である公民館、これは非常に重要な施設だと、教育委員会としても認識しており

ます。今回の計画の中で、本田議員、御指摘している公民館、特に戸頭公民館のことを言

ってらっしゃるのかなと思ってるんですが、その公民館の廃止があるかとの御質問ですが、

現段階で現存する公民館施設の廃止については、特に記載はしておりませんし、現段階で

公民館の廃止については考えておりません。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。「現段階」というのが非常に気になるん

ですけども。今後あり得るのかというところも含めて本当はお聞きしたいところですけど、

ちょっと時間もありますのでそこは聞きませんけども。一方では多額の税金を投入して大

きな公共施設整備して、やはり地方の公共施設、これがなおざりになっていく。こういっ

たことでは、大型施設を造っても、これに直接的に恩恵を受けられない、こういった地域

の方々にとっては、納得や理解、これなかなか得られないと思います。取手市全体にとっ

て、そして取手市民にとって、どういったまちづくりをしていくのか――いくべきなのか、

やはりここに重点を置いた市政運営、これをしっかりとやっていただきたいと。そうする

ことで、中村市長がおっしゃる、住み続けるほど好きになる取手、これになるんじゃない

かと。逆のこと言いますと、こういうことが市民主体でのまちづくりを行わなければ、や

はり取手市にそもそも愛着が沸かないと、そうなるんじゃないかと私はそう思います。そ

ういうことをお伝え申し上げまして、この質問を終わらせていただきます。どうもありが

とうございます。

続きまして、防災についての質問をさせていただきます。昨今の異常気象や各地での地

震など、今やいつどこで大きな災害が起きてもおかしくありません。この防災・減災につ
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いては、市民の命を守る上で急務ではないでしょうか。スーパーやホームセンターなどで

も、トイレ袋、それから防災グッズ、こういったものを見かけるようになりまして、私も

含めて市民の皆さんも防災に対する意識、これ非常に高まっていると感じております。ま

ず、防災無線についてお尋ねをいたします。双葉地区の防災無線をレフレックス型――い

わゆるラッパ型、このスピーカーからボックス型の高性能スピーカーに変更していくとの

ことですけども、ほかにも防災無線のない地域、もしくは防災無線が聞こえづらい、聞こ

えないという地域がございます。前回３月議会では、私のこの防災無線についての質問に

ついて――対し、防災無線のない地域については把握をしており、聞こえない地域につい

ては現場の確認をしていくという御答弁をいただいております。もちろん御確認はされた

と思いますけども、この聞こえない、聞こえづらい地域についてはどのような対応をして

いくのか、御答弁をお願いをいたします。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

それでは、本田議員の御質問に答弁させていただきたいと思

います。まず、取手市内の防災行政無線の子局につきましては、現在、昨日も答弁させて

いただきましたが、市内で 142 か所設置してございます。令和６年の３月定例会において

一般質問されたということでございました。私はその時議会事務局にいたんですけども、

異動してから確認をしたところ、議員がおっしゃってた米ノ井地区周辺の防災行政無線の

音達エリア外の放送状況につきましては、職員が現地に赴きまして、子局からの音声が聞

こえるということを確認してございます。それから、防災行政無線を今後どうするのかと

いうことも含めまして答弁させていただきます。住民の方の安全や迅速な災害応急活動の

観点からも、防災行政無線が行政区域全域をカバーすることが基本であるというふうには

考えてございますけども、防災行政無線は、近年の住宅事情等によりまして、例えばその

遮音性の向上、機密性が高い住宅になっているということなんでしょうかね、に加えまし

て、地域によっては高い建物ですとか新たに宅地造成されたような場所もございます。地

形や周辺環境の変化によりまして、聞き取りにくい場所が生じているというようなことも

十分承知しているところでございます。現状といたしましては、防災行政無線だけで全て

の方に――地域の方々に確実に情報を伝達するということは難しいと考えてございます。

ですので、市といたしましては様々なツール、情報発信ツールを使ってそういった情報発

信をしてまいっているところでございます。情報発信ツールの一つであります、例えば防

災ラジオ、既に多くの方に御利用いただいているところでございますけども、防災行政無

線と同時に放送内容を聞くことができる個別受信機となっております。令和２年度から御

希望のある世帯から申請に基づき貸与を行っているところです。そのほかにも、情報発信

の手段といたしましては、市のホームページ、メールマガジン、ＬＩＮＥ、ヤフーの防災

情報などからも情報発信を行っているところでございます。平時から各個人や各家庭の状

況に応じまして、防災行政無線以外の最適な情報取得の方法を検討していただけるように、

我々のほうでもさらに啓発をしていきたいと考えてございます。
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○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） どうもありがとうございます。様々な情報ツールがあるというこ

となんですけども、高齢者の方、やはり携帯電話を使用したそういったツールってなかな

か難しい方多くいらっしゃいます。そうしますと、現状でなかなか――今の現状で、そう

いった情報が得られるというので最も有効なのは、やはり防災ラジオだと私は思うんです

ね。その防災ラジオ、たくさんの方に申込みをいただいているということなんですけども、

今何台くらい普及されているんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えいたします。防災ラジオでございますが、令和６年

５月 30 日時点におきまして、2,155 機を貸与させていただいてる状況でございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。取手市の世帯数、五万強だと思います。

2,155 機というのは多いのか少ないのかというと、僅か数％だと思うんですけども。この

防災ラジオ、無償貸与している自治体があります。茨城県内だと小美玉市とかありますけ

ども、その無償貸与とかそういったことの検討というのはされてるでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） 防災ラジオにつきましては、現時点におきましては、有償

で貸与ということで進めさせていただいてるところでございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。ちょっと続けて御質問させていただきま

す。電池が 72 時間しかもちませんと書いてあります。この電池について、貸与するとき

に周知されているのかどうかということと、これ、また停電が長く続いた場合、もちろん

電池切れます。そういった対応というのはどのようにされているのか、御答弁をお願いし

ます。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） 防災ラジオの電池につきましては、防災ラジオを貸与させ

ていただく際に、メーカーのほうで取扱説明書の中でも、おおよそ３日程度ということで

記載がございますので、そういった案内は口頭で御説明させていただいてるところでござ

います。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） 災害時、例えば長く停電が続いた場合、電池ほぼ売ってません。

というのは３･11 のときに、やはり電池等々、本当にお店からなくなりました。そういっ

た意味でも、これ長く停電が続いた場合は、この防災無線、全く役に立たなくなってしま

うという可能性が出てきます。そういった場合に、この電池の――電池についてどういっ

た対応をするのか、これもお願いします。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） 現時点におきまして、電池の備蓄というものは御用意して
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いない状況でございます。私どもといたしましても、その防災ラジオについては、通常時

につきましてはＡＣアダプターに接続していただいて御利用いただく、停電時に電池を３

日間、おおよそ３日 72 時間ということで御案内させていただいてる状況でございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） 防災については自助・共助、これよくいわれておりますけども、

情報は待つのではなく、自分から取りに行くという自助の意識を持てと、前回そのような

御答弁がございました。この防災意識の向上につながる取組、それから先ほどのラジオの

件――ラジオの貸与の件数、これもお聞きいたしましたけども、このツールの認知拡大、

これ重要だと思います。どのような取組を行っているのか、御答弁お願いします。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えいたします。防災ラジオの普及につきまして、どの

ように進めているのかという御質問でございますが、普及に関する取組といたしましては、

市のホームページや広報紙、そして出前講座等で御案内を行っているほか、令和４年度に

全戸配布いたしました取手市総合防災マップにも掲載させていただいているところでござ

います。また、昨年度は 10 月 28 日に開催いたしました福祉まつりや３月 16 日に開催い

たしましたにぎわいフェスタにおいても、スマホよろず相談に合わせまして、防災情報取

得ツールの案内や防災ラジオの普及啓発を行った実績がございます。また先日行われまし

た双葉地区の防災講座におきましても、改めて御案内させていただいたところ、もう既に

15 人の方から申込みをいただいてる状況もございます。このようなことに、私たちも出

前講座等で行った際には、そういった案内をこれからも進めさせていただいて、より多く

の方が防災ラジオを貸与していただけるよう進めてまいりたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。どんなにいいツールがあっても、やはり

知られてなければ意味はありません。広く認知してもらうということは、私も前職でいろ

いろやってましたんでこういうことを、非常に難しいということは私も承知しております。

ただ、現在やられていること以外でも、例えば地域の自治体だとか町会、こういったとこ

ろの協力を得たり、そういったことでしっかりこれ周知していく必要があるんではないか

と思います。ただ、こういったツール、これは私は補助の役割だと、そのように考えてお

ります。やはり基本は防災無線、こういったところでしっかりと情報を伝えていく、これ

が非常に重要だと思います。防災無線が設置されてから約 20 年ほどたっております。や

はりこの防災無線の在り方についても検討すべき時期ではないかと思います。より高いと

ころにスピーカーを設置するとか、あとは双葉のように高性能スピーカーの採用、こうい

ったものを含めてどうやったら効率的にこの防災無線で市民に情報を届けることができる

か、こういったことを今後も研究していただきたいと思います。

続きまして、避難所についての質問をさせていただきます。能登半島では５か月たった

今も生活再建見通し、全くついてない状況です。また、台湾地震においては避難所の在り

方、これ大きく報道がされました。広範囲で大きな災害が起きた場合、多くの避難者が―

―多くの方が避難所での生活、これ余儀なくされる可能性がございます。３･11 のときに、
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私の住む団地自治会、集会所、これ開設して一時待避所としました。そのときに、60 人

ほど来られたということでした。この避難所が開設された後、地域の自主防災会がこれを

運営することになります。そうなりますと、避難所の開設、訓練、こういったものも実施

しなければならないと思います。避難所の開設については、これ何回も取り上げておりま

すけども、茨城県南部地震、これ想定が震度６強です。この直下型の大地震が起きたとき

に、防災計画では、災害対策本部を立ち上げて、被害状況を確認して、それから職員を派

遣して避難所の開設、このようになっておりますけども、今回の全協でも能登半島の件が

ございました。あの状況を見て、本当にこれ速やかな開設ができるのかと、これ対応が―

―初期対応遅れること、これ明確じゃないかと思います。避難所の開設のフロー、それか

ら前回申し上げました避難所の鍵について、これどのように――どうするかということを

これは御検討されたのかどうか、これお尋ねをいたします。

○議長（岩澤 信君）

ご答弁申し上げます。避難所の開設方法についてでございま

す。取手市では災害の発生もしくは災害の発生するおそれがある場合には、先ほど本田議

員からもありましたとおりの手順で開設というようなところになってございます。ただ、

我々のほうでも今回の能登半島地震のほうの情報をいろいろと取得している中で、例えば

金沢市内では、本来開設するはずの指定避難所のうち、約４割が責任者が不在で開設され

なかったというような報道もされてございます。金沢市では職員が不在の場合に備えて、

その地域の自主防災組織の代表者に鍵を渡していたというようなところでございます。た

だし、帰省や旅行などで出かける人も多かった元旦に起きた――元日に起きました地震と

いうことで、こういった課題も浮き彫りになったということは十分承知してございます。

災害に関しましては、いろいろそういう起きたこと、また今回の能登半島にも行った職員

からいろいろなことを踏まえ？伺い？まして、これでいいということは当然ございません

ので、どうしたらその速やかな開設ができるかということに関しましては、今後、我々の

ほうでも研究をしまして、速やかに開設ができるように、よりよい方法で開設できるよう

なことについては、検討させていただきたいと考えてございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。戸頭は――私が住む戸頭は７つの自主防

災会があります。この戸頭地域では、自主防災会連絡協議会というのを組織しております。

それで防災について取り組んでいるんですけども、昨年度、戸頭地域で避難所の開設訓練

をしようとしましたけども、この鍵の問題で断念いたしました。そういった経緯がありま

す。ふだんから訓練をしていかないと、やはりこの開設、例えば避難所が開設されたと―

―開設するに当たって、どこに何がどのくらいあるか、そしてどういった運営をしていく

のか、これやはり訓練していかないと分からない。こういったことがありますので、万一

のときのために、しっかりとこういった訓練ができるように図っていただきたいなと思い

ます。

先ほど申し上げましたけども、３･11 のときに集会所に 60 名ほど訪れた。ただ直下型

地震、こういったものが広範囲に起きますと、それこそ百名単位での避難者、出てくると
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思います。この速やかな避難所の開設、やっぱり非常に重要なことだと思います。今後も

そういったことをしっかりと研究と、あとどういった対応していくべきなのか、しっかり

していただきたいなと思います。それと、地域によって被害想定、やはり違います。避難

所も地域の実情に合った開設の方法、これが必要になってきます。そこで問題なのが、自

主防災組織がふだんから動いてない、動けない、こういった状況が各地にあると思います。

そうした場合、なかなかスムーズな避難所の開設、そういったものが――待避所の開設、

こういったことができない可能性が出てきます。ファーストミッションボックスというも

のが採用している自治体がございます。例えばこれはどういうものかというと、このファ

ーストミッションボックスの中に、こういう手順でやれば――素人でもその指示どおりや

れば、まずは待避所なり避難所なりが開設ができるよというものなんですけども、こうい

ったものの設置、例えばこの自主防災組織がなかなか動けない、それから町会とかそうい

う組織がないという場所において、こういったものを採用とか検討してはいかがでしょう

か。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。ファーストミッションボック

スの整備状況でございますが、取手市では避難所を開設した際に、避難者を受け入れるた

めの最低限必要な物品等をまとめた避難所ボックスを現在整備している状況がございます。

こちらのボックスにつきましては、現在市役所の庁舎内で一括管理してございまして、避

難所開設時に避難所班の職員に引渡して、現地にて受入れ体制を整えるよう指示をしてい

るところでございます。また避難所ボックスには避難所の運営マニュアルは入っておりま

すが、開設時の細かい――失礼しました、初動体制などにつきましては、訓練等を通して

避難所運営を行う職員のスキル向上を図っているところでございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。やはりそういったことになりますと、避

難所の開設が地元で速やかに開かれないと、職員が持っていくということなると、ますま

す遅れてしまうという状況になると思います。改めて、この開設の方法について、しっか

りと対応ができるようにお願いいたします。この台湾地震では、官民連携が鍵となって、

避難所を３時間ほどでスムーズに開設されたということが報道がされました。この茨城県

内では、実は昨年の８月にかすみがうら市、これが段ボールベッドを災害時に確保するた

めに、段ボールメーカーと連携協定を結んでおります。本市においても、この民間企業そ

れから民間団体、こういったところとの協定など、これが重要になってくると思うんです

けども、その辺りはどうお考えでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。避難所で使用する資機材等の

協定につきましては、平成 30 年に段ボール事業者と協定をしてございまして、災害時に

おける段ボール製簡易ベッド等の調達に関する協定を締結しているところでございます。

避難所等における段ボール製のベッドや間仕切り、トイレなどの資機材の調達につきまし

ても、必要に応じて要請を行い、対応を図ってまいりたい、そのように考えておるところ
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でございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。本当に災害というのはいつどこで起きる

か本当に分からない状況でありますから、台湾の地震の――この避難所の開設、これ非常

にいい例だと思いますので、今後も引き続きそういった協定結んでいただきますようお願

いを申し上げます。

続きまして、災害関連死について質問をさせていただきます。避難所の生活などが長期

に及びますと、やはりこの災害関連死、これが心配が出てきます。一番多かった新潟中越

地震や熊本地震では、直接地震で犠牲になられた方よりも、災害関連死のほうが多い状況

です。災害が起きたときに、この災害関連死を減らす対策、これは本市においてはどのよ

うな対応をお考えでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。災害関連死の防止についてで

ございますが、内閣府で公表しております災害関連死事例集によりますと、災害関連によ

る死亡者のうち、70 歳以上の方の割合が多い傾向がございます。また、死亡原因のうち、

避難所における肉体的・精神的負担によるものや、電気、ガス、水道等の途絶による肉体

的・精神的負担によるものが多い傾向がございました。取手市では、既に避難所で使用す

るパーティションや段ボールベッドなどの資機材整備は行っておりますが、その他にも避

難所生活における避難者の肉体的・精神的負担の軽減について配慮していく必要があると

考えております。特に取手市におきましては高齢化が進んでいる地域ではございますので、

このような災害関連死における対策を、今後先進自治体も含めまして調査研究してまいり

たい、このように考えておるところです。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。今御答弁ありましたように取手市、本当

に高齢化が進んでおります。これ、避難所が高齢者が多くなると――やはり高齢者の方に

なりますと持病を持ってる方、それから、定期的に医療を受けなきゃいけなくて薬を飲ま

なきゃいけない方、こういった方も大勢いらっしゃいます。医薬品の備蓄について、防災

計画の中で、「医師会などに協力――協定締結に努め」とありますけども、これ「努め」

と書いてあるんですけど、協定は結んでいらっしゃるんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） 協定のほうにつきましては、取手市医師会や龍ケ崎の薬剤

師会等で災害協定を締結しているところでございます。

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。やはり薬――常備品、それからふだん飲

んでる薬、これなくなりますと、これ直接的に災害関連死につながっていくと思いますの

で、そういったところもしっかり整備をしていただきたいなと思います。

災害関連死については、県のほうでも指針を出しております。先ほど御答弁ありました

とおり、インフラですとか物理的なものだけではなくて、被災前までのコミュニティーの
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形成の仕組みづくり、それから行政と自主防災会、自治会などの連携しての地域づくり、

これを進めることで、災害関連死の発生抑制にもつながるとあります。また、被災後の

様々な支援を受けられるということ、これを行政が平時より市民に周知啓発することが、

間接的に災害関連死の発生抑制につながるともあります。やはり高齢化――本当に高齢率

の高い本市、災害そのものよりもこの関連死のほうが多くなる可能性、これ十分あります。

この部分についてもしっかりと取組をお願いをいたします。以上で、災害についての質問

は終わらせていただきます。どうもありがとうございます。

続きまして、最後の質問なりますけども、予防接種健康被害救済制度についての質問を

させていただきます。今年の２月頃、日本共産党の取手市委員会事務所に、市民の方より、

新型コロナワクチン接種後に歩けなくなってしまったがどうしたらよいかというお問合せ

の電話がありました。このときは、加増議員が初めに電話の対応をいたしまして、取手市

保健センターにこの旨を電話で伝えました。そうしましたら、保健センターでは分からな

いと言われまして、私は厚生労働省のほうに電話をいたしました。厚生労働省では、今度

は県で対応しているので茨城県に連絡をしてほしいと言われて、茨城県の県担当課に連絡

をいたしました。すると今度は、県から接種をした病院に行ってほしい、とたらい回しに

遭いました。国も行政もどこも、接種後の体調不良については対応をしないというような

状況がありました。

この新型コロナワクチンの接種後の健康被害については、実は厚生労働省厚生科学審議

会（予防接種・ワクチン分科会、副反応検討部会）というところで、当初から因果関係は

不明とされながらも、接種後の副反応疑い、これを医療機関から相当数の報告がされてお

ります。これは今も厚生労働省のホームページで確認することできます。こういった健康

被害が起きてしまった方のために、この予防接種健康被害救済制度、これが設けられてお

ります。実は昨年より、この救済制度、全国で新型コロナワクチンによる救済制度認定数、

急激に増加しております。2021 年から接種が始まりまして、５月――今年の５月の 20 日

時点で、受理件数１万 1,134 件、健康被害認定件数 7,354 件、死亡認定 593 件となってま

す。これ参考数値――参考に救済制度、2021 年まで――1977 年から今年の――今年じゃ

ない、コロナワクチンの始まる 2021 年まで、この 45 年間では、この救済制度の認定数の

総認定数、3,522 件、うち死亡が 151 件となっております。私はこれ非常に重大な事態と

受け止めております。予防接種健康被害救済制度、これ知らない方がたくさんいらっしゃ

るんではないかと思いますけども、本市でのこの市民への周知、これはどのように行って

いたのでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

健康増進部長、彦坂 哲君。

〔健康増進部長 彦坂 哲君登壇〕

○健康増進部長（彦坂 哲君） ただいまの本田議員の御質問に答弁いたします。予防接

種法に基づきます、予防接種を受けた方に健康被害が生じた場合、その健康被害が接種を

受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定した際には、国から健康被害に応じた

給付が行われております。申請に必要となる手続等については、先ほど保健センターでの
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行き違いがございましたが、住民票を登録している市町村において行っております。健康

被害救済制度の周知ということに関しましては、定期接種や任意接種、そして新型コロナ

ワクチン特例臨時接種、これらの際にも同様の取扱いとしておりますが、制度に関する案

内文を接種対象者の個別通知に同封するなど、我々としても周知を徹底してまいったとこ

ろでございます。あわせまして、ホームページにおきましても健康被害救済制度の周知を

実施しておりますが、こちらにつきましては市民の方から、制度の情報を得るに当たって、

探しにくい、分かりにくいというような御意見をいただいていることもございまして、そ

の都度修正を行い、改善に努めているところでございます。今後も引き続きホームページ

において、健康被害救済制度に関する周知をしっかりと行っていくこととあわせまして、

定期接種としての新型コロナワクチン、秋冬に接種を行われる予定ですので、これらにつ

きましては、制度に関する案内文などしっかりと配布するなど、引き続き周知のほうを図

ってまいりたいと考えております。以上です。

〔健康増進部長 彦坂 哲君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 本田和成君。

○２番（本田和成君） ありがとうございます。医療というのはリスクが非常につきもの

というか、あります。実は私の子ども、生後８か月で原因不明の劇症肝炎になりまして、

肝臓移植しております。私当時……

〔チャイム音〕

○２番（本田和成君） （続）子どもが、その予後 50％あるかないかと言われました。

そういったことで高度医療を子どもが受けております。そういったことから医療の恐ろし

さ、これ非常に理解しております。治療のために薬によってショックで死ぬ可能性、これ

があるような薬というのはたくさんあります。そのために、医師はそのリスクについてこ

れを説明する。つまりインフォームド・コンセント、これ非常に重要になってきます。こ

の新型コロナワクチンというのは、メッセンジャーＲＮＡという今までにない技術を使用

しております。それが認可ではなく特例承認という形で認められました。これ、違います。

調べて――御存じだと思いますけど、特例承認で認められました。そのためにどのような

リスクがあるかというのは、時間とともに――経過とともに、これが様々明らかになって

きました。現在、厚生労働省では、可能性のある副作用などがしっかりと公開がされてお

ります。様々な自治体においても、この重大な副作用の可能性について、ホームページで

も公開がされております。本市でのホームページには、こういったリスクについて私は見

つけられなかったんですね。こういったリスクについて、市民の方々にどのような情報を

知らせていたのか、これ御答弁お願いします。

○議長（岩澤 信君） 保健センター副参事、柳 和恵さん。

○保健センター副参事（柳 和恵君） 本田議員の質問に御答弁させていただきます。こ

れまでの新型コロナワクチン接種では、議員がお話しされていましたように、特例でワク

チンのほうの承認がされておりました。その承認がされますと、国のホームページのほう

に承認されたワクチンごとの説明書というものが掲載されることになっておりました。取

手市では……
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〔チャイム音〕

○保健センター副参事（柳 和恵君） （続）その時その時の接種可能なワクチン全種類

の説明書を、接種券とともに個別送付しておりました。その説明書には、使用するワクチ

ンごとの効果、受けることができない人、注意が必要な人、受けた後の注意点、副反応健

康被害救済制度についてが掲載されております。市民の方々がコロナワクチンを接種する

かどうかを判断するための内容がまとめられております。より詳細な情報を知りたい場合

には、厚生労働省のホームページのリンクも掲載されたものとなっております。また、同

封した市からのワクチン接種の案内には、副反応についての専門的な相談窓口として、茨

城県新型コロナワクチンコールセンターの連絡先を掲載しております。以上のように、新

型コロナワクチンにおいては、接種を検討する市民が接種により想定される……

〔チャイム音〕

○保健センター副参事（柳 和恵君） （続）リスクとベネフィットを適切に判断できる

よう、情報提供を行ってまいりました。以上です。

○議長（岩澤 信君） 以上で、本田和成君の質問を終わります。

続いて、古谷貴子さん。

〔４番 古谷貴子君登壇〕

○４番（古谷貴子君） 公明党の古谷貴子です。通告に従いまして一般質問をさせていた

だきます。今回、２回目の質問になります。今回は、地震や水害などの災害時に避難生活

を送る女性、妊産婦、乳幼児向けの避難用品について質問させていただきます。まず１つ

目の質問ですが、災害対応時の女性職員の配置についてお聞きいたします。災害が起きた

とき、女性、特に妊産婦や赤ちゃんを抱えていらっしゃる方が避難所で避難するというこ

とは、心身ともにとてもデリケートになり、ストレスを感じていらっしゃると思います。

男性職員には相談しづらいようなことが相談でき、フォローをしていただける女性職員の

配置は可能かお聞きいたします。

〔４番 古谷貴子君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

それでは、答弁させていただきたいと思います。取手市にお

きまして、災害が発生した場合や、災害が発生するおそれがある場合には、災害の種類や

規模に応じまして、災害応急処理本部、警戒本部、災害対策本部を設置し、地域防災計画

に定める組織体系に基づきまして、各班ごとに職員の班編成を行い、迅速かつ円滑な災害

対応を行う体制整備を行ってございます。災害時の活動体制における避難所班につきまし

ては、福祉部、健康増進部、教育委員会の職員で構成されまして、担当部局におきまして

可能な限り女性職員の配置に配慮した班編成を行ってございます。令和６年度の避難所班

におけます班編成についても、各班において最低１名以上の女性職員を配置した人員編成

となってございます。避難所運営におけます女性への配慮につきましては、当市といたし

ましても非常に重要なテーマと認識しておりまして、取手市避難所運営マニュアルにおい
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て、令和３年度に市民協働課の協力を得まし――得まして見直しを行い、「女性向けの日

用品等の配布は、女性トイレや更衣室などの女性専用スペースで行う、また女性担当者が

配布するなどの配慮をする」といった文言を追記してございます。また、長期にわたる避

難所生活など、状況によりまして更衣室や授乳室などの女性専用スペースが必要になって

まいりますので、市の備蓄品でありますパーティションなどを活用いたしまして、そうい

った避難所の女性用のスペースを確保していくというような取組を行ってまいりたいと考

えてございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

２つ目の質問をさせていただきます。全国自治体でも、生理用ナプキンなどは８割以上

の自治体が備蓄しているとのことですが、妊産婦用の衛生用品は１％未満との調査も出て

おります。本市におきましては、女性用生理用品や妊産婦向けの衛生用品の備蓄はどれく

らいあるのでしょうか、お聞きします。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。女性用の避難用品の備蓄につ

いては、先ほど部長より答弁させていただきましたが、避難所生活において非常に重要な

テーマであると認識しており、今年度に購入を予定しているところであります。購入に際

しましては、女性用の避難用品であることからも、購入数するなどを含め、避難所の運営

に携わる女性職員等の意見も頂戴しながら進めてまいりたいと考えております。また、妊

産婦向けの避難用品については、妊産婦用の下着等が考えられますが、現時点で備蓄して

いるものはございません。議員ご指摘のとおり、先ほどの女性用の避難用品と同様に、避

難所生活においては必要な物品と考えておりますので、購入の検討を進めてまいりたいと

考えているところでございます。備蓄品については購入による整備だけではなく、生活用

品を取り扱っている業者との災害協定を締結しており、災害時には協定業者から生活用品

を確保・提供していただく、いわゆる流通備蓄、そういったものの対応も考えているとこ

ろでございます。なお、災害時における備蓄品につきましては、自助という観点から、各

個人や各ご家庭で備蓄していただくことも非常に大切だと考えております。平時から各ご

家庭において、非常時に必要な備蓄品の整備について、食料品だけではなく、避難所で必

要な生活用品などの備蓄についても考えていただけるよう啓発を進めてまいりたい、この

ように考えております。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。細かいことであれなんですけれども、そ

れから定期的な交換が必要となりますが、お尻ふきや体を拭けるようなウエットティッシ

ュなども備蓄できるとよいと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えいたします。乳幼児のお尻ふきに限定した備蓄はご

ざいませんが、ウエットティッシュにつきましては、現在 4,000 本の備蓄がございます。
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このウエットティッシュはタオルサイズでノンアルコールタイプとなっていることから、

入浴できない場合の体拭きなど、様々な用途での使用が可能であると考えております。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） 大変にありがとうございます。女性の――３つ目の質問をさせて

いただきます。液体ミルク、哺乳瓶、離乳食などの備蓄についてです。市として、液体ミ

ルク、哺乳瓶、離乳食などの備蓄はどれくらい用意されているのでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。取手市では、災害時における

乳幼児向けの用品といたしまして、粉ミルク 800 グラムが８缶、液体ミルク 240 ミリリッ

トルが 240 缶、離乳食については瓶詰めタイプとボックスタイプの２種類がございまして、

それぞれ瓶詰めタイプ 144 個、ボックスタイプ 135 個、そして哺乳ボトルについては衛生

面を考慮し、瓶ではなく使い捨てで伸縮性のある素材のものを 396 本備蓄してございます。

粉ミルク、液体ミルク、そして離乳食につきましては、消費期限が１年間であることから、

毎年購入し入替えを行っております。また、消費期限の近いものにつきましては、子育て

支援課を通じて市内で希望する保育所等への配布や、社会福祉協議会を通じてフードバン

クへ提供するなど、有効に活用しているところでございます。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。女性の意見を取り入れて、細かい点では

ありますが、備蓄品を揃えていただけると安心感が増すと思います。どうぞよろしくお願

いいたします。

４つ目の質問をさせていただきます。トイレの確保についてです。３･11 のときには、

我が家は２日間水が止まって、大変トイレで苦労いたしました。このトイレの確保、イコ

ール水の確保ということになります。本市市内にもマンホールトイレがあると伺いました

が、どこに何か所あるのでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。災害時の避難所におけるトイ

レにつきましては、原則といたしまして、避難所に常設されているトイレを使用していた

だきます。しかしながら、先日の能登半島地震のような大規模な災害が発生した場合には、

断水等で常設のトイレが使用できない状況も想定されます。現在、災害時にトイレが使用

できない状況に備え、災害時用の簡易トイレを備蓄しているほか、民間企業等の災害協定

により仮設トイレの設置など、各種災害時におけるトイレの確保に努めているところでご

ざいます。断水時にも使用が可能なトイレであるマンホールトイレは、井野なないろ保育

所に７基、北浦川緑地公園内にも３基整備されてございます。さらに、福祉避難所となる

ウェルネスプラザのトイレは、地下に緊急汚水槽を設置し、断水時も利用できる構造とな

っております。災害時におけるトイレ対策については、能登半島地震で被災地へ派遣した

職員からの報告や、災害関連死の防止のための早急な対応について、大きくメディアでも

取り上げられていることから、重要性の高い事案と考えております。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。
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○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。一番、トイレが生活に根差した悩みでも

ありますので、ぜひ検討をよろしくお願いいたします。５つ目の質問をさせていただきま

す。避難所に来られない方々の自助め共助の仕組みづくりについて質問をさせていただき

ます。取手市内全域が災害に遭った場合、避難所に来られない人たちの数が圧倒的に多い

と思われます。現在、市内に自主防災会はどれくらいあるのかお聞きいたします。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えさせていただきます。災害対応におきましては、災

害情報の共有や安否確認、避難行動など、地域住民同士での助け合いが非常に重要となり

ます。地域住民同士での助け合いにおいて中心的な役割を担うのが自主防災組織でござい

ます。自主防災組織につきましては、市内に現在 89 組織ございまして、各自主防災組織

がそれぞれ工夫をし、その地区に合った活動を行っていただいております。また、自主防

災組織への支援といたしましては、毎年自主防災組織の運営に伴う補助金を交付している

ほか、依頼に基づく出前講座の実施や、各種防災関連事業に伴う御案内などを行っている

ところでございます。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。自主防災会などで避難訓練などを行って

いるところの地域住民の災害に対する意識は高いと思われますが、現在自主防災会の活動

をしていない地域に、市としてどのように今後進めていただけるのでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えいたします。現在、市内において自主防災組織が決

定され――結成されていない地区が大字単位で 15 地区ございます。市といたしましては、

地域防災力の強化に向け、昨年度は自主防災組織未結成地区を対象に、常総市の根新田町

内会の須賀英雄氏を講師としてお招きし、自主防災組織の必要性や活動内容に関する講演

会を実施いたしました。今年度につきましても引き続き自主防災組織の重要性を訴える各

種取組を行い、自主防災組織未結成地区解消を図ってまいりたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） 大変にありがとうございます。一つ一つの質問に大変詳しく明確

に答えていただき、ありがとうございました。災害が起きたときこそ、一番身近な地域の

皆さんの共助が一番大切だと考えます。先日もまた能登地方で大きな地震がありました。

本市におかれましても、防災・減災に力を入れていただき、市民の皆様の命と財産を守れ

る体制を強化していただけますようよろしくお願いいたします。以上でこの質問を終わり

ます。

それでは質問事項の２つ目、猫の登録制度の導入について、質問をさせていただきます。

１つ目の猫の住民票に当たる登録制度の導入についてでございます。ここ数年、コロナ禍

の影響もありペット需要が大変増えております。特に現在、犬よりも猫を飼っている方が

多いと統計にもあります。しかし、犬の登録は随分前から徹底されており、狂犬病ワクチ

ンのはがきが届いたり、定期的にワクチン接種も進められています。我が家でも２年前ま

で犬を飼っていました。今回猫を飼おうということになり、いろいろと調べていくと、猫
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は犬のように登録をしないことが分かりました。飼い主の意識を高める意味でも、ぜひと

も猫の登録制度の導入を推進していただきたいと思いますが、いかがでございましょうか。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

まちづくり振興部長、野口 昇君。

〔まちづくり振興部長 野口 昇君登壇〕

○まちづくり振興部長（野口 昇君） 古谷議員の御質問に答弁いたします。猫の住民票

に当たる登録制度の導入につきましては、全国的に導入している自治体は少ない状況であ

りますが、茨城県内では古河市が令和５年４月より、県内初めて飼い猫に個別の番号を振

り分ける愛猫登録制度の運用を開始しております。古河市では飼い猫を登録した際に、鑑

札や門標シール、首輪、登録した猫の情報や飼い主の情報が記載された愛猫カードを交付

して、飼い主に適正飼育の促進を図っています。議員から御提案のありました猫の登録制

度の導入につきましては、飼い主の意識の向上、野良猫や多頭飼育の問題解決にもつなが

ることが期待できますので、古河市や県外で猫の登録制度を導入している自治体の実績や

課題などを調査し、取手市動物愛護協議会などの関係機関と導入について研究を進めてま

いりたいと考えております。

〔まちづくり振興部長 野口 昇君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） ありがとうございます。ぜひ導入の推進をよろしくお願いいたし

ます。２つ目の質問の、飼い猫のマイクロチップの助成金制度の導入についてです。逃げ

出した猫が野良猫化し、地域でも猫のふん尿被害が多く聞かれる時期もありました。最近、

ボランティアさんなどが猫の避妊手術を進めてくださり、耳カットされた猫を多く見ます。

地域猫として大変かわいがられています。逃げ出した猫が野良猫化している場合もとても

多いようです。できれば飼い猫にもマイクロチップを埋め込み、迷子になり保護されたと

きに飼い主が分かるようにしてはと思います。そのマイクロチップを埋め込む助成金制度

の導入を推進していただければと思いますが、いかがでございましょうか。

○議長（岩澤 信君） 環境対策課長、木村太一君。

○環境対策課長（木村太一君） マイクロチップの助成金制度の導入ということでお答え

させていただきます。まず、このマイクロチップですけれども、動物の愛護及び管理に関

する法律が改正されまして、令和４年の６月１日からですけれども、ペットショップ等で

販売される犬猫について、マイクロチップの装着、それから飼い主の情報の登録というも

のが義務化されました。マイクロチップを装着してその情報を登録することについてのメ

リットにつきましては、今議員からもお話ありましたように、迷子になったりであるとか、

それから災害のときなどいなくなってしまったときに保護された場合、早期に飼い主へ返

還することが可能でありますし、また飼えなくなったといったような理由で遺棄されてし

まうことの防止にもつながるということが期待されます。現状では、このマイクロチップ

の助成金制度は、取手市独自で行っているというものはございませんけれども、茨城県の

獣医師会で実施しておりまして、県全体で先着 1,000 頭分の犬猫について、マイクロチッ

プの助成事業を行っております。この令和６年度分の事業については、既に取手市のホー
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ムページの中でも御案内しているというところでございます。議員から御提案いただきま

した市独自のマイクロチップの助成制度ですけれども、まだ導入している自治体少ないん

ですけれども、それを行っている近隣の自治体の状況など、これから調査研究をしていき

たいというふうに考えているところでございます。

○議長（岩澤 信君） 古谷貴子さん。

○４番（古谷貴子君） 大変にありがとうございます。動物好きの我々にとって本当に大

事なテーマでございますので、ぜひ市としても取り組んでいただければと思います。また

今後、猫の登録は猫の安全や市民の環境――生活環境の向上につながっていくと思います。

ぜひ導入をよろしくお願いいたします。以上で質問を終わります。ありがとうございまし

た。

○議長（岩澤 信君） 以上で、古谷貴子さんの質問を終わります。

続いて、杉山尊宣君。

〔５番 杉山尊宣君登壇〕

○５番（杉山尊宣君） 創和会の杉山尊宣です。通告に従って一般質問をさせていただき

ます。今回は３つの項目に分けて質問をさせていただきます。初めに、桑原開発に関しま

して質問をしていきたいと思います。よろしくお願いいたします。まずは、３月に行われ

ました前回の第１回定例会において、新たに副市長が選任同意されました。伊藤副市長、

黒澤副市長におかれましては、このたびの副市長への御就任、誠におめでとうございます。

その中で黒澤副市長の経歴を拝見し、国土交通省入省から公園・まちづくり調整官、常陸

海浜公園事務所長、そして政令指定都市の都市整備部都市政策調整官、県の土木交通部技

監など、都市計画や都市整備に関する豊富な経験をお持ちであることに感銘を受けました。

このような経歴をお持ちの副市長が市街地整備に関する政策を推進することは、市民にと

って大きな期待であると考えております。中村市長が公約に掲げた西口開発や桑原開発に

ついては、市民の関心が高く、早期実現が望まれております。道路等のインフラ整備だけ

ではなく、市街地の魅力を高めるための開発が求められていることは、黒澤副市長も御存

じのことと思います。特に私が住んでおります桑原地区からも、桑原開発についての期待

の声、関心が大きくなっております。これまでも桑原地区の開発に関しては、多くの議員

の皆様からも様々な意見、御質問ありましたが、新たな副市長が就任したタイミングで改

めてお伺いいたします。様々な期待が寄せられる中で、桑原開発についてどのように早期

実現に導いていくのか、現在の御所感をお聞かせください。

〔５番 杉山尊宣君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

副市長、黒澤伸行君。

〔副市長 黒澤伸行君登壇〕

○副市長（黒澤伸行君） 杉山議員の御質問にお答えいたします。桑原開発に対する所感

はということでございますが、御質問の中で御紹介いただきましたとおり、国土交通省で

の経験に加え、県や市のまちづくりに携わってきた経験を生かしまして、国との調整をは

じめ、まちづくり手法の企画立案を行い、市の政策を強力に推進していきたいと考えてお
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ります。市長のマニフェストや総合計画では、生活に身近な道路のインフラ整備事業のほ

か、将来にわたって活力を生み出す西口開発や桑原開発といったメイン的な市街地整備事

業の推進が掲げられております。これらの政策を実現していくことで、市長がキャッチフ

レーズとしている、「住み続けるほど好きになる街」の魅力向上につながるものと考えて

おります。そして、私の使命としては、これまでの国、県、市での経験を生かしながら、

市の政策の着実かつ早期の実現へと導いていくことと認識しております。特に御質問のあ

りました桑原地区の開発計画については、取手市の都市構造を大きく変革させる重要事業

として認識しておりまして、着任後に現場に赴きまして、担当者から説明を受けながら現

場確認を行っております。地区の内外を俯瞰する中で、国道６号や上新町環状線の交通状

況をはじめ、近年拡幅が――工事が進められている相野谷川の整備状況や、農業用水の給

水状況、このほか公共公益施設である警察・消防署が立地してることを確認しております。

事業を進める上では、これらの公共施設を所管する国県等の関係機関との円滑な調整が不

可欠と考えております。また、桑原開発については、事業協力者であるイオンモール、イ

オンタウンが地区全体の土地利用を計画されておりますが、公共施設に関しては事業協力

者の土地利用との調整も必要となります。この調整の中で整備効果が促進される方策につ

いても検討したいと考えております。多くの市民の皆様の期待に応えるため、桑原開発の

早期事業化を目指すことはもとより、整備効果が促進されるよう、事業協力者と連携して

桑原開発を進めてまいりたいと思います。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。これまでの御経験と実績に基づき早期の

政策実現に導いていくという言葉があり、大変うれしく思います。また、既に現場を確認

されているということですが、国の立場から見て、桑原開発についてはどのように見えて

いらっしゃるのか、その課題や課題解決の方策について、お考えがあればお聞かせくださ

い。

○議長（岩澤 信君） 副市長、黒澤伸行君。

○副市長（黒澤伸行君） お答えいたします。桑原開発における課題と解決方策という御

質問についてですが、課題は大きく分けて３つあると認識しております。１つ目は、農林

協議を含めた国県などとの関係機関協議です。地区の内外には国道や河川など、国県が管

理する公共施設があるほか、下水道などの重要なインフラ施設が埋設されております。多

岐にわたる関係機関との協議を円滑に進めていくことが課題といえます。特に市街化区域

編入の都市計画決定に必要な農林水産省との農林協議については、時間を要している現状

にあります。早期の協議完了となるよう、国が求める協議項目に的確に対応できるよう、

市の担当課と協議などを行っております。また、国の本省や出先機関にも出向きまして市

の重要事業に関する説明と協力の要請も行っております。今後も担当者への助言にとどま

らず、必要に応じて国や県などの関係機関に赴くなど、事務方の先頭に立ち、強力に推進

してまいりたいというふうに考えております。

２つ目は、事業協力者の土地利用との連携です。地区全体の土地利用に関しては、基本

的に事業協力者が計画するものですが、全てを事業協力者に任せるのではなく、行政側と



- 288 -

しても、事業協力者と連携して、より一層のにぎわいが創出される施策を検討すべきと考

えております。例えば、区画整理で生み出される公園を単なる公園とするのではなく、カ

フェやサービス施設などの商業施設と連携した事例もいろいろとありますので、来街者が

長時間心地よく滞在するなどの方策については、官民協働で検討することもできると考え

ております。

３つ目といたしましては、地権者の組合設立に向けた合意形成の支援です。組合を設立

していくためには、地権者の事業への理解はもちろん、事業協力者との借地契約の合意に

至ることが多くの地権者の前提条件となっております。令和５年度は地権者懇話会――懇

談会の中で、区画整理事業と借地計画のそれぞれの留意事項や検討事項について意見交換

が行われておりますが、今後は地権者と事業協力者との円滑な契約条件の協議が進められ

るように、地権者組織の設置を支援してまいります。この際、区画整理事業や借地契約に

対する地権者の理解と納得を得られるよう、地権者の合意形成に注力していきたいと考え

ております。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。事業化に向けては大きく３つの課題があ

るということが分かりましたが、同時に解決の方策も考えられ、御自身でも国、県、関係

機関に赴いて行くなど、既に黒澤副市長の中では具体的な将来展望をお持ちのように感じ

ました。

最後に、今後の見通しについて、どのようなスケジュール感で取り組んでいく予定であ

るのか、現時点でのお考えをお聞かせください。

○議長（岩澤 信君） 副市長、黒澤伸行君。

○副市長（黒澤伸行君） お答えいたします。今後の見通しといたしましては、農林協議

に関しましては現在も協議は継続しておりますが、茨城県の感触と協議内容から総合的に

見て、協議は進捗していると認識しております。協議の早期完了に向けてしっかりと取組

を進め、協議完了後は速やかに都市計画決定に向けた取組を進めてまいります。並行して

区画整理組合の設立に向けて、事業計画の精査や地権者の合意形成支援を進め、都市計画

決定後には事業認可の取得と組合設立に向けて調整し、換地設計完了後、速やかに造成工

事を着工したいと考えております。また、広大な敷地であり、場所によって圧密沈下の期

間が異なることから、幾つかの工区に分けて造成工事を行い、完了した工区から順次、使

用収益開始となることが想定されます。使用収益開始後から速やかに土地利用を図ってい

ただけるように、事業協力者と調整していこうと考えております。また、整備効果を高め

る事業協力者との連携手法についても、事業協力者の商業施設計画の廃止と併せて整理で

きるよう協議したいと考えております。桑原開発は、取手市の重要事業であるとともに、

市民の皆様からの大きな期待を背負った事業であることを認識しております。市長が掲げ

る政策の推進役として、職員の先頭に立ち、政策実現に邁進してまいりたいと考えており

ます。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございました。副市長から様々な御回答をいただきま
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した。ありがとうございます。私もこの桑原開発については、市民皆様の大きな関心事で

あると同時に、取手の今後を大きく左右するプロジェクトであるという認識をしておりま

す。ただいま黒澤副市長から、市長が掲げる政策の推進役として職員の先頭に立つという

心強い言葉を聞くことができました。また、関係機関協議の中で、農林協議について前進

していることが確認することができて安心いたしました。市長のマニフェストには、継続

と挑戦が掲げられており、桑原地区に関しては加速化させるとお話をされております。御

答弁いただいたとおり、黒澤副市長には政策の推進役として、ぜひ職員の先頭に立って政

策実現に向けて取り組んでいただきたいと思います。私も議員の立場として市民の皆様の

声、近隣の方々の御意見を聴き、桑原開発における課題解決や今後の様々な問題に対し力

を尽くしてまいりたいと思います。この項目については以上となります。ありがとうござ

いました。

続いて、次の質問に移ります。第 69 回とりで利根川大花火についてということで何点

かお伺いいたします。私も取手市民の一人として、取手の花火大会というものに思い入れ

がたくさんあり、多くの市民の皆様にとっても、取手市を代表する夏の風物詩となってい

ると感じております。しかしながら、物価高騰や警備強化による経費が膨張したこと、新

型コロナの影響で協賛金を集めにくくなったこと等による資金難により、中止に追い込ま

れた花火大会が増えております。今後も各行政の補助金も減る傾向にあると見られ、中止

はさらに増える可能性があるのではと予想されております。そんな中、本市においては、

今年花火を増発し、大会の規模を拡大するとともに、取手の魅力のさらなる向上を図ると

されており、市長も予算説明の中で「取手の名を全国に発信していく」と力強い言葉を発

していたため、昨年以上の大きな期待を感じているところでもございます。全国でも様々

な課題を抱えている花火大会ですが、今後も持続可能なものにしていき、取手の魅力の大

きな発信につながるものとして、未来を見据えた事業にしていただきたいと思っておりま

す。そこでずばり、今年の見どころについてお伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

まちづくり振興部長、野口 昇君。

〔まちづくり振興部長 野口 昇君登壇〕

○まちづくり振興部長（野口 昇君） 杉山議員の御質問に――花火大会についての御質

問に答弁させていただきます。取手の利根川花火は、皆さん御存じのとおり、昭和５年、

大利根の開通を――大利根橋の開通を記念して始まり、今年で第 69 回を数える大変伝統

のある花火大会で、取手市最大のイベントであります。取手の夏の風物詩として毎年開催

を心待ちにしている方も非常に多く、日程も毎年８月の第２土曜日の開催で、お盆にも近

いことから、帰省される方や近隣の方も、例年多くの方から御来場をいただいております。

コロナ禍におきましては、中止にせざるを得ない時期もありましたが、通常の開催で行っ

た昨年は、スターマインや音楽花火、尺玉の打ち上げに加え、ドローンショーをサプライ

ズで実施し、御覧いただいた多くの皆様から御好評をいただきました。例年ご協賛をいた

だいている地元企業、市内事業者や各商店会など、多くの市民の皆様の御協力により、盛

大に開催させていただいているところでございます。
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さて、今年の御質問のとりで利根川大花火の見どころというところですが、議員がおっ

しゃいますように、予算説明の際に市長からも増発について説明がありましたが、打ち上

げ発数を前回から約 3,000 発増発し――約 3,000 発の増発し、約１万発の規模に拡大して

実施いたします。これも参加煙火店などと連携し――これまでも参加の煙火店などと連携

しまして、お子様向けのものや和火と呼ばれる自然原料を用いて、伝統的な製法で作られ

る花火などを実施してきましたが、今年はさらに皆様に驚きと楽しみを届けられるように、

打ち上げ内容やプログラムにも嗜好を凝らして実施できるよう準備に取り組んでおります。

また、昨年、御好評をいただいたドローンショーもプログラムを変えて実施いたします。

今年は８月 10 日の開催を予定しており、お盆期間に連続している恵まれた日程でもある

ことから、多くの方の来場を見込んでおります。何よりも御来場いただく皆様の安全を第

一に、運営面においても関係機関とは密に連絡を図り、十分な準備の下、開催に取り組ん

でまいりたいと考えております。

〔まちづくり振興部長 野口 昇君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。答弁にありましたとおり、特に昨年の花

火大会においては、初のドローンショーも行い、また一味違った多くの反響もあったと思

います。今まさに協議中であることや、サプライズで行うものもあると思いますので、ぜ

ひ内容のほうもインパクトがあるものを御提案いただき、大きく盛り上げていただきたい

と思います。また先日、協力会社であるレッドクリフ様が、日本初で花火搭載ドローンを

用いたテスト飛行に成功したと発表されました。今後、企業や自治体との連携を含め、全

国各地で実用を目指すとありましたので、こちらの話も含めまして今後にも大きく期待を

しております。そして先ほど答弁にもありましたが、本年度は日程にも恵まれております。

昨年のドローンショーも話題になったことから、昨年以上に来場者が増えると予想されま

すが、運営体制については変更点あるのでしょうか、お聞きいたします。

○議長（岩澤 信君） まちづくり振興部次長、海老原輝夫君。

○まちづくり振興部次長（海老原輝夫君） 杉山議員の御質問に答弁させていただきます。

まず運営体制といたしましては、例年主催の観光協会が中心となりまして交通、警備、ま

た会場警備の面におきましては警察、消防、または取手駅さんなどと各関係機関や警備会

社など、委託業者とも連携して全体の運営を行っているところでございます。今年度の来

場者見込みにつきましては、先ほども申し上げましたが、花火内容を拡大して実施するこ

と、また日程が８月 10 日土曜日の開催を予定しておりまして、連休がお盆期間に連続し

ているため、議員おっしゃいますように、大変多くの方に御来場いただけるものと想定を

しているところでございます。このことへの対応につきましては、会場警備また会場周辺

の警備、安全管理の面におきまして、今後、関係機関の意見を伺いながら協議を重ねてい

き、安全かつ円滑な開催のために必要な人員の配置等について調整を図ってまいりたいと

考えております。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。会場全体の大きさについては変えること
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ができないため、来場者が多くなれば、人流等をコントロールする対応を考えておく必要

があると思います。大きな事故が起きないように、様々想定しながら協議していってほし

いと思います。そして昨年の課題としまして一つ、駅から近いエリアに人が多く流れて、

大きな事故がなかったものの課題を残したと聞いております。そんな中、先日、今年は有

料席を設けるとの発表がありましたが、こちらについてはどのような意図があるのでしょ

うか。

○議長（岩澤 信君） まちづくり振興部次長、海老原輝夫君。

○まちづくり振興部次長（海老原輝夫君） お答えさせていただきます。議員おっしゃい

ますように、今年は桟敷席から鉄橋までの堤防斜面部分を有料エリア席とさせていただき

ます。このことにつきましては、先日の定例記者会見においても発表させていただき、市

ホームページや観光協会ホームページでお知らせをさせていただいているところでござい

ます。有料席を設置した意図はとの御質問ですが、昨年の花火開催時におきまして、大変

多くの方に御来場いただいたところ、今回有料とさせていただく桟敷席より上流側への入

り口周辺の堤防上通路、また階段、堤防下の道路に大きな混雑が発生したということへの

対応で、安全対策のためできるだけ混雑を回避するためのものでございます。これにより

まして、桟敷席から上流側へは一定数の御入場とさせていただきまして、一般の観覧エリ

アといたしましては、桟敷席から下流側に設けさせていただく予定でございます。下流側

におきましては、河川敷の堤防の河川敷の平地の部分でも、サッカー場など広く一般の観

覧エリアを設けさせていただきますので、ぜひそちらも御利用いただくなど、皆様の御理

解、御協力をお願いしたいと思います。以上です。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。やはり昨年の課題を踏まえての安全対策

のためでもあると認識をさせていただきました。ぜひ、こちら初の試みであると思います

ので、大きく周知していただいて、来場者のスムーズな動線確保や全体の円滑な運営につ

なげていただきたいと思います。そして、これまでも様々な課題があり、御意見があった

と思います。そこで、今までどのようなお声があり、近隣の方々のお声に対しては、現状

どのような対応をしてきているのか、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） まちづくり振興部次長、海老原輝夫君。

○まちづくり振興部次長（海老原輝夫君） お答えさせていただきます。近隣の皆様には、

特に交通規制の面でも多くの御協力をいただいているところでございます。規制範囲にお

住まいの皆様には、自家用車の乗り入れ時間なども制限がかかってしまうため、交通規制

等については、私どもで事前に広報などでお知らせするとともに、直接ご説明に伺ったり、

チラシ等で御協力をお願いしているところです。また駐車禁止箇所へは、表示を行うなど

周知に努めているところでございます。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。今「直接ご説明に伺ったり」ともありま

したが、近隣住民の皆様の心情を考えますと、事前の御挨拶や案内があるのとないのとで

は、その後の対応も全然違ってくると思いますので、できる限り近隣の方々への事前対応
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のほうもよろしくお願いいたします。

続きまして最後の要旨になります。全体の警備体制についてはどのような対応で、変更

点等はあるのか、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） まちづくり振興部次長、海老原輝夫君。

○まちづくり振興部次長（海老原輝夫君） お答えさせていきます。まず、全体の警備体

制ということでの変更点なんですが、花火当日の会場及び会場周辺の警備に関しましては、

警察、消防、警備会社と連携を図って対応に当たっているところではございまして、今後、

関係機関との協議によりまして、人員配置など細かいところの調整を行ってまいりたいと

考えております。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。警備についてもこれから協議を進めてい

くところであると思いますので、各連携をしっかり深めていただいて、昨年以上の想定の

中で行っていただきたいと思います。

それではこの全体の中で小堀地区の警備については、どのような現状でどのような課題

があるのか、最後にお伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） まちづくり振興部長、野口 昇君。

○まちづくり振興部長（野口 昇君） 御質問にお答えいたします。小堀地区――近年、

利根川対岸側になります小堀地区、我孫子市側でも御覧になる方が年々増加しております。

そのため、駐車禁止等への対応には、主催側といたしましても我孫子警察とか――との警

察への交通誘導、迂回のお願いや警備員の増員などにより、体制を強化を図っているとこ

ろです。これまで小堀地区にお住まいの皆様から直接ご指摘をいただいたことはあまりあ

りませんでしたが、これも小堀地区の皆様がとりで利根川大花火に対して、御理解と御協

力をくださっているものと感謝しているところでございます。開催に当たっては、周辺地

区の皆様に御迷惑をかけないように配慮し、安全かつ円滑な運営で適切な対応策について

関係機関と協議を進めてまいります。今年は約１万発にグレードアップした花火とドロー

ンで取手の夏の夜空を彩り、取手市の魅力を発信していきたいと思います。いろいろな関

係機関の皆様、それと議員の皆様、あと市民の皆様にも、御支援と御協力をお願いしたい

と思っております。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。実はある小堀地区の方から、花火大会の

路上駐車が多いと耳にしました。また、花火大会終了後に、帰宅者が抜け道を求めてなの

か、迷っているのか、小堀地区へ進入してきてしまい危険だという意見も聞いております。

ぜひこちらについても事前の告知での周知や表示、進入禁止の看板設置など、対策をして

いただきまして、小堀地区の対応についてもしっかりと目を向けていただき、警備に当た

っていただきたいと思います。様々質問をさせていただきましたが、私もいろんな答弁を

聞きまして、非常に楽しみで大きな期待をしている、この事業であります。取手市の魅力

を存分にアピールしていただきまして、新たな未来を切り開く大きな一日にしていただけ

ると期待をして、この質問を終わりにいたします。ありがとうございました。
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続きまして、ドローンの活用についてお伺いしてまいります。先月、本市においては、

５月 20 日に無人航空機による災害対策活動に関する協定についてということで、ドロー

ン産業株式会社様との協定を締結されました。ドローンの可能性については、全国でも多

くの自治体が注目し、様々な分野においてドローンが活用をされております。多くの活用

事例や実証実験が行われ、ドローンの可能性に大きな期待が寄せられていると感じており

ます。ドローンの運用については様々課題もありますが、国では航空法の改正や運航管理

の制度整備を進めるなど、これからドローンによる事業化促進がますます進んでいくもの

と思います。少子化対策や人手不足に伴って――少子高齢化や――失礼いたしました、人

手不足に伴って物流や点検などにも様々なドローンの活用が期待されている中で、これま

でのドローンを活用した本市の取組について、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

それでは、杉山議員の一般質問に御答弁させていただきたい

と思います。現在、全国の自治体におけますドローンの活用につきましては、各地の課題

解決や地域の発展の一翼を担う重要なツールとなってございます。災害や防災活動、農業

の効率化、それから環境振興、教育環境の拡充、交通インフラや公共施設の点検など、多

岐にわたる分野でドローンが活用されているところでございます。議員ご質問の取手市に

おけるドローンの活用の現状でございますけども、無人航空機による災害対策活動に関す

る協定――先ほど御紹介いただきました内容でございます。それ以外にはシティプロモー

ションにおけますＰＲ動画の撮影ですとか、先ほどの一般質問にもございました昨年の花

火大会においてのドローンショーなど、観光振興においても活用しているというような現

状でございます。また、今年度なんですけども、消防本部のほうでは災害対応ドローンを

購入する予定でございます。近年頻発している大規模な自然災害において、現場活動をす

るまでの準備時間が短い。空中ドローンを活用した災害情報収集は非常に有効であり、よ

り早い段階で被害状況の把握ができるため、災害対応が迅速かつ効果的に実施できること

から、消防で災害対応のドローン活用をしていくというようなことでございます。以上、

現状でございます。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。様々な活用がなされている中で、今答弁

にもありましたが、令和６年度予算書の中で消防費の中にも新規で 540 万円が計上されて

おります。高性能で高機能のドローンを１台配備するとのことでございました。こちらに

ついても、今後起こり得る災害に備えての迅速な情報収集ということになると思いますが、

災害協定においては、想定しているドローンの活用や協定内容の具体的な対応については

どのようなものがあるのか、お伺いいたします。

○議長（岩澤 信君） 総務部次長、立野啓司君。

○総務部次長（立野啓司君） お答えいたします。現在、市では、無人航空機による災害
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対策活動に関する協定を２社と締結してございます。協定内容につきましては、災害対策

基本法第２条第１号の定める災害が発生し、またそのおそれがある場合において、ドロー

ンによる災害情報の収集等の活動に関し、市の要請に基づき、必要な映像や画像等の情報

収集を実施していただくものでございます。具体的には、発災時等において、建物の倒壊

や道路冠水など、人や車両の進入が難しい危険な場所などの現場確認や情報収集または記

録など、ドローンにより空撮映像が必要と判断した際に、協定に基づく要請を行い、災害

対策本部や災害応急処理本部内で被災現場の状況を共有し、迅速な初動対応及び対策に活

用してまいります。また平時においては、協定に基づく協力活動が円滑に行われるための

防災訓練等への参加協力がございます。以上でございます。

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。やはり先ほど答弁にもあったとおり、災

害時におけるドローンの活用については、正確な災害の状況や必要な災害対応を図る上で、

迅速に、かつとても高いものと思いますので、平時からの準備はもちろん、今後の様々な

協議も加えながら、あらゆる想定の中で今後進めていっていただければと思います。こち

らで要旨は終わりになります。

次に、ドローンを活用したまちおこしに関しましてですが、先ほど答弁にもあったとお

り、シティプロモーションや花火大会におけるドローンショーなど、観光振興にも大きな

役割を担っていると考えております。昨年の花火大会では、様々ＳＮＳ等でも取り上げら

れるなど話題となっており、この取手市はドローンのイメージが少なからずではあります

が、ついているのではないかと感じているところです。町のＰＲのためにも、ドローンの

活用には大きな可能性があると思い、さらなるドローンのイメージを推進していくことで、

取手市の魅力が増すのではと考えます。ちょっとこちらで資料を出します。

〔５番 杉山尊宣君資料を示す〕

○５番（杉山尊宣君） こちらは、実は私が青年会議所に所属していた 2019 年の子ども

天国において、ドローンサッカーのブースを設けたときの――ことがありました。写真で

ございます。こんな形でドローンサッカー――ちょっと簡易的だったんですけれども、や

らさせていただきました。体験的な要素が強いブースではございましたが、子どもたちに

とても好評で、とても面白いスポーツであり、老若男女問わず様々な方々が同じフィール

ドで戦うことができることもあり、大きな可能性を感じさせていただきました。そこで、

ドローンの活用ということで、郷土愛に根差した一市民一スポーツの振興を掲げている本

市で、このドローンサッカーを取り上げていただき、まちおこしに活用――今後、活用す

るのはいかがでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 市長、中村 修君。

〔市長 中村 修君登壇〕

○市長（中村 修君） ただいま杉山議員から、ドローンの活用をしたまちおこしについ

てということで貴重な御提案をいただきました。私自身もドローン技術の向上とともに、

その活用には無限の可能性があると感じています。そのため、まちおこしについても、ド

ローンサッカーをはじめ多方面での活用を検討してまいりたいというふうにも考えていま
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す。また、ドローンサッカーとかもそうなんですけども、ｅスポーツもそうだと思うんで

すけども、そういう何かのきっかけから本格的にいろんなことに進んでいく。ドローンで

あればドローンサッカーで子どもたちが遊ぶ中で――あれは免許が要らないので、そうい

ったところで経験したおかげで本格的にそういうドローンの道に進むという方も出てくる

かもしれない。そういった可能性も秘めてるかなというふうに思っています。詳細につき

ましては、担当部長より答弁を申し上げます。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

〔教育部長 井橋貞夫君登壇〕

○教育部長（井橋貞夫君） 杉山議員の御質問に市長の補足答弁をさせていただきます。

近年、ドローンの技術が進化し、趣味から産業界に至る様々な分野で活躍しております。

このような中で、まちおこしにもドローンが有効なツールとして注目され、全国各地でド

ローンを活用した関連企業の誘致や、ドローンの空撮体験、ドローンレースなど、地域の

特性に合わせ、まちおこしの取組が行われております。ただいま杉山議員から御紹介いた

だきましたドローンサッカーは、ドローンを操縦してボールを相手ゴールに運ぶというル

ールで行われ、空中でのアクロバティックなプレーが魅力的な次世代スポーツといえると

思います。また、障がいの有無や年齢、性別を問わず、同じフィールドで楽しめるバリア

フリーなスポーツとして注目もされております。地域の活性化の手法としても期待されて

いると聞いております。ドローンサッカーを開催することで地域の魅力を発信し、観光客

の誘致や地域住民の交流促進につながると期待されております。先ほど杉山議員から、ド

ローンの可能性や魅力に早くから注目し、子ども天国で体験型のドローンサッカーを開催

されたとお話をお聞きしました。近隣の河内町でもドローンサッカーの体験会などの開催

を検討しているとも聞いております。市としましても、ドローンサッカーをまちおこしの

有効な手段の一つとして、全国の先進自治体等から情報収集をするとともに、ドローンサ

ッカーの活用について検討していきたいと考えております。以上です。

〔教育部長 井橋貞夫君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 杉山尊宣君。

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございます。御検討いただけるのであれば、ぜひ近隣

自治体の先駆けとなるような意気込みで進めていっていただきたいと思います。ドローン

サッカーに限らずドローンの活用に関しては、取手市の新たな魅力、観光資源となり得る

ものと思いますので、先進事例を参考に、市内企業や地域全体も巻き込んでいただきまし

て、地域活性化も含めて推進していただければ幸いでございます。

最後に、一般社団法人日本ドローンサッカー連盟様から映像提供を受けました、ドロー

ンサッカーの紹介映像を流させていただき、少し皆様に見ていただきまして終わりにした

いと思います。

〔５番 杉山尊宣君資料を示す〕

○５番（杉山尊宣君） ありがとうございました。皆さんに見ていただいたとおり、非常

にわくわくするような映像で、これからのドローンサッカーが楽しみだなという感じが私

もしました。以上で私の質問を終わりにさせていただきます。ありがとうございました。
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○議長（岩澤 信君） 以上で、杉山尊宣君の質問を終わります。

15 時 20 分まで休憩します。

午後 ３時 06 分休憩

午後 ３時 20 分開議

○議長（岩澤 信君） 再開します。

休憩前に引き続き一般質問を続けます。

最後に、加増充子さん。

〔24 番 加増充子君登壇〕

○24 番（加増充子君） 加増充子です。今日最後の質問となりますが、皆さんよろしく

お願いいたします。通告順に質問をさせていただきます。まず初めに、西口開発について

です。区画整理事業の進捗について詳しく伺います。交通広場の使用開始時期について伺

いますが、これまでの説明では、交通広場の整備が終わり次第使用開始になると、６月を

めどにと繰り返して説明されてきましたが、使用開始はいつになるのか、明確にお答えく

ださい。

〔24 番 加増充子君質問席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

都市整備部長、浅野和生君。

〔都市整備部長 浅野和生君登壇〕

○都市整備部長（浅野和生君） それでは、ただいまの御質問にお答えさせていただきま

す。取手駅北土地区画整理事業における駅前交通広場整備工事につきましては、現在、工

事の最終段階を迎えておりまして、一日でも早い交通広場の供用開始を目指し、現在作業

を進めているところでございます。新しい交通広場の供用開始に必要となる警察署との協

議をはじめ、バスやタクシーなど駅を利用する様々な関係機関との調整も工事の進捗に併

せて継続して行っているところでございます。そのような状況の中、駅ビル側の歩行者シ

ェルターの基礎ぐいを施工する際に、旧交通広場の道路部分からボックスカルバートの不

明管でありますとか擁壁などが見つかりまして、その除去作業に不測の日数を生じたこと

から、供用開始の目標を６月中から７月中へと切り替えて、現在工事を進めているところ

でございます。今後、交通広場の使用開始後は、速やかに仮設交通広場を撤去いたしまし

て、Ａ街区の地権者に土地をお返しするための造成工事に着手をいたします。可能な限り

早期の土地使用収益開始ができるように、工事の発注や資材の注文といった最短の工事工

程を構築するための最大限の準備を既に進めているところであります。Ａ街区には画地ご

とに地形的な特質があることから、整地が完了した画地から速やかに地権者にお返しする

よう進めてまいります。現在の状況でございます。

〔都市整備部長 浅野和生君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 不明管が中から出てきたということなんですけれど、この工事

の遅れ、予期できなかった工事なんでしょうか。これまでも駅前工事のときには、埋設管

が出てきたり地下埋設物が出てきたりと、繰り返されてきました。工事延長、工事費増額
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が繰り返されてまいりましたが、なぜ分からなかったのか。設計を請け負った側の設計ミ

スも考えられますよね、どうなんですか、明らかにしていただきたい。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部次長、稲葉克彦君。

○都市整備部次長（稲葉克彦君） それではお答えさせていただきます。新しい交通広場

整備工事をはじめとする今回の区画整理事業の区域は、もともと年月の経過した建物や

様々な埋設物が点在していた、いわゆる既成市街地での工事が大部分を占めております。

ですので、これまでも各種埋設物台帳に記載のない構造物や不明管といった支障物を確認

し、その都度、撤去、切り回しなどを行いながら作業を進めてまいりました。とりわけ新

しい交通広場の工事につきまして――新しい交通広場の工事については、駅周辺を利用す

る一般車両や歩行者の通行帯を確保する必要があるため、事前に試掘などの作業を行うこ

とが困難な状況でした。今回見つかった歩行者シェルター付近の支障物につきましては、

ようやく工事を進めていく中で、車道の通行帯を確保して、速やかに試掘を行った結果で

ございます。現在は支障物の撤去、切り回しも完了しており、くい事業を完了させ、次の

工事に進んでおりまして、早期の交通広場の利用開始に向けて工事を進めているところで

ございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 交通広場の地下埋設物除去をやって、今は７月頃までにその工

事を、使用開始のために努力するというお話なんですが、交通広場の使用開始が遅れれば、

仮設交通広場――Ａ街区、この造成工事も遅れます。その分、補償費がさらに膨らむとい

うことになりますが、その点はどのようになっていますか。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部次長、稲葉克彦君。

○都市整備部次長（稲葉克彦君） それではお答えします。繰り返しになりますが、新し

い交通広場の供用開始を６月中と目標に進めてまいりましたが、先ほど御説明させていた

だいたとおり、歩行者シェルターの基礎工事の際に、図面にないコンクリートボックスや

雨水管及び擁壁などが生じまして、除去したり切り回しするのに日数がかかりまして、工

程が約１か月ほど延びております。その工程を取り戻すべく、関係事業者一丸となって努

力はしてまいりましたが、天候不良や 2024 年労働環境対策の関係で、なかなか工期が縮

まらない厳しい状況でございます。今後も引き続きその工程を取り戻すべく、Ａ街区の造

成工事の準備を可能な限り事前に行いまして、交通広場の切替えと同時に、その造成工事

を着手して、そのような段取りを整えてまいりますが、Ａ街区の使用収益開始につきまし

ては、まずは整地が完了した画地から順に返していきたいと、土地の使用収益開始をして

いきたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） この完了したところから土地をお返しするということなんです

けれども、補償費は予算――新年度の予算で６か月と見て補償費出されてきましたけれど、

これが延びるということ、どのぐらい延びるのか伺います。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部次長、稲葉克彦君。

○都市整備部次長（稲葉克彦君） お答えします。現時点におきましては、一部画地につ
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きましては 10 月１日にお返しすることが非常に難しいと考えております。その期間につ

きましては、１か月程度なのか、それは工事の進捗に伴い明確になってまいりますので、

その際に報告させていただきたいと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 区画整理事業が本当にこれまで長きにわたって行われてきて、

いよいよ最終というところなんですが、10 月１日に返すのは難しいということですが、

これまでも遅れに遅れてきた――使用収益開始遅れてきたんですが、こうした事態はどの

ように今受け止めていますか。

○議長（岩澤 信君） 区画整理課副参事、中野潤一君。

○区画整理課副参事（中野潤一君） お答えいたします。先ほどからの繰り返しにはなり

ますが、交通広場の切替えと同時に、Ａ街区の造成工事に着手するよう準備を進めてまい

ります。これまでも工事関係者で組織する協議会に市の職員も出席し、工程調整や現場の

課題等の把握に努めてまいりました。請負業者や工事関係者には、近年の社会情勢の変化

による材料の納期の遅れや人手不足などの中、工程の調整や作業班を可能な限り増やすな

ど、できる限り早期の完成を目指して努力をしていただいております。今後も引き続き、

これまでと同様に関係者一丸となって、Ａ街区の使用収益開始を可能な限り早期に行える

よう努力してまいります。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） Ａ街区の工事に入ったのが平成 25 年から 26 年にかけてでした

よね、過去。そういう中で、その後ビル解体など総事業費、これまでどのぐらいかかった

かと伺ったところ、約 97 億円かかってきた、これは補償費も含めてなんですが、Ａ街区

のビルの移転解体ですから、交通広場に関するものは除くとしても、そのかかった約 97

億円、これは確定な金額ではございませんが、この事業は本来、再開発事業で行うべき事

業ではなかったんでしょうかね、改めて今思い起こすとそう考えますが、どうですか。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。１つ、今議員おっしゃいま

した金額の部分でございますけれども、Ａ街区、平成 26 年以降の総事業費といたしまし

ては約 97 億円でございますが、これは補償費がそのうち半分を占めているという総事業

費でございますので、その辺をちょっと補足させていただきます。そして御質問いただき

ました再開発事業でというお話でございます。このＡ街区について再開発でできたんじゃ

ないかという御質問でございますけれども、本地区は既成市街地の区画整理事業を行って

まいりまして、借家人や借地人などの権利関係も複雑で堅牢な建物もあること、建物移転

は長期間を要する地区でもございました。Ａ街区の着手につきましては、平成 24 年の部

分から――期間、時期から、街区を先取りする――街区を形成する都市計画道路に関わる

建物から着手をいたしましてこれまで進めてきたところでございます。無駄な時間を要し

ていることは決してなく、事業計画に沿って効率的に工事を進め、今まさに交通広場の整

備、Ａ街区の造成という最終段階に来ているところでございます。そして、この再開発事

業でという部分でございますけれども、これはＡ街区というエリアだけではなく、交通広
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場を含めた取手駅北地区 6.5 ヘクタール全体の都市基盤整備を行って、骨格となる都市計

画道路の整備や良好な宅地造成を進め、使用収益開始をしている街区につきましては、新

たに土地利用がなされ、区画整理事業の効果も発現されているところでございます。本事

業はＡ街区だけを整備するのではなく、駅北地区全体 6.5 ヘクタールを整備するために土

地区画整理事業を進めてきたということでございますので、街区の形成、これをまずやっ

ていかなければ、今の 0.74 ヘクタールのＡ街区の街区の形成というものはなされません

ので、そのような形で全体的に北地区を進めてきたということを御理解いただければと思

います。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） これまで私たちは、その都度この区画整理事業について指摘・

改善を求めてきました。区画整理事業と再開発事業の合併施行そのものの問題、開発手法

も定まらず地権者の同意もないままＡ街区の工事に着手した結果、再開発事業参加は区域

内権利者の僅か４割に減少しております。Ａ街区再開発事業は事実上失敗ではないかとい

われてもやむを得ない状況です。区画整理事業と再開発事業の区分けを曖昧にしてきたの

ではないかと私は大変危惧する気が――危惧しますが、どうでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。このＡ街区の今人数の――

地権者様の人数のことをおっしゃったかと思うんですけれども、決してこれは人数という

ことではなくて、0.7 ヘクタールのＡ街区の中で再開発を行っていくと、その前段として

は区画整理事業の計画があって街区を整備して、最終的にＡ街区においては市街地再開発

事業を行っていこうと、計画に何らずれはもちろんございませんし、人数では決してない

と思います。結果的に今の発表させていただいた市街地再開発事業の面積は若干少なくは

なりました。個人様の御判断によって個別利用を図るという方もいらっしゃいましたので、

これはそこを尊重していかなければならないことでもありますけれども、0.6 ヘクタール

あります一定規模の面積の中で再開発事業も進めていくことになります。決して人数が

云々ということではないと思います。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 区画整理事業も、もうあと残すところ本当に目前となってきた

わけですから、市民のために駅前交通広場がきれいになる、待ち望んでいるわけですから、

しっかりと――何ていうんですか、市民からの疑問とか、そういうものもきちんと対応で

きるように、今後進めていただきたいと思います。以上です。

次に再開発事業についてです。３月 15 日、取手市広報で取手駅西口駅前に図書館を核

とした複合公共施設の整備を目指しました――目指します。既存の取手図書館は廃止しま

す、とありました。市民の意見はおろか、教育委員会も図書館と協――図書館協議会の皆

さんにも諮らず、突然の広報発表でした。こういうことが通るものなんでしょうか。具体

的に検討された内容について明らかにしていただきたい。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。駅前のＡ街区に図書館機能
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を中心とした複合公共施設を整備する方針につきましては、さきの３月議会冒頭の議員全

員協議会において説明をさせていただいたところでございます。こうした方針を決定する

プロセスにおける教育委員会の関わりについてでございますけれども、図書館は教育委員

会が所管する社会教育施設でありまして、教育委員会は教育行政の執行機関であるため、

教育委員会に対しては事後説明ではなく、図書館機能を中心とした複合的な公共施設を整

備する方針の原案の作成段階から協議、調整を行ってきたところであり、教育委員の皆さ

んに対しては丁寧に説明を行い、御理解をいただいた上で方針案を決定しております。ま

た、図書館の運営や管理のノウハウ、他市の事例などについても、図書館も含めた教育委

員会事務局が専門的な知見を豊富に有していることから、新たな図書館整備の方向性の検

討に当たりましては、教育行政を行う専門的な見地からの意見を聴取、反映しつつ、慎重

に進めてまいりました。このように、新規の公共施設を整備する方針についての検討に当

たりましては、市長部局と教育委員会事務局の双方が綿密に連携して進めてきたところで

あり、こうしたプロセスを経て取手駅周辺再生本部へ諮った経緯がございます。

次に、図書館協議会についてでございますが、図書館協議会は法令上、図書館の運営に

関して館長の諮問に応じ、また図書館の行う図書館奉仕について館長に意見を述べる機関

となっております。このように、図書館協議会はあくまで既存の図書館の運営や奉仕につ

いて、館長に答申や意見具申を行うための機関であり、新規の図書館整備に関する方針決

定といった事項に関しましては、本来の図書館協議会の権限や役割の範囲に含まれるもの

ではございません。しかしながら、図書館協議会が図書館に関係する機関であることに鑑

み、図書館協議会に対しては、複合公共施設整備の方向性を丁寧に説明をし、理解をいた

だいているところでございます。このように、教育委員の方々をはじめとして、図書館協

議会や社会教育委員の方々に対しても丁寧に説明を行い、御理解をいただいた上で検討作

業を進め、複合公共施設の整備方針の決定に至っているという経緯は御理解をいただけれ

ばと思います。市としましては、丁寧かつ慎重な手続を経て整備方針を決定しているとこ

ろであり、拙速に進めているということは全くございません。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 拙速に進めているわけではないとおっしゃいましたけれども、

現にそこで現場にいらっしゃる方、そしてそこに関わっている――図書館に関わっている

人たちの中から、より具体的に何も知らされてないという声も寄せられているんですよ。

ですから、そういうことがあってはならないと思いまして、改めて伺いました。ぜひ丁寧

な協議は、図書館は本当に取手市の財産でありますし、市民の文化をしっかり守る施設で

もありますので、大事に丁寧に、この協議は進めていただきたいと思います。

これまで駅前の活性化、にぎわいをと繰り返し、そのために駅前への図書館整備と説明

されてきました。先ほど本田議員の質問でもありましたが、図書館について、どのような

認識でいらっしゃるのか伺います。単純に人が集まるからいいと考えていることなんでし

ょうか。区画整理事業が進む中で、駅前の地元の商店は区域内から撤退しました。市が施

工した再開発ビル旧東急ビルは、東急ストアの撤退、そして一時期、空きビルがそのよう

な状態が続きましたけれど、その後はオープンしまして、現在は上階の空きフロアが続い
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ております。アトレも御承知のとおりです。にぎわいは駅前と周辺も視野に入れた整備が

必要です。市長の、駅前に図書館複合公共施設の設置でにぎわいの回復は、本当に期待で

きるものなんでしょうか。どういう認識で図書館ということ、改めてその認識を伺います。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） それではお答えさせていただきます。新しく駅前

に複合公共施設を整備することにより、にぎわい創出につながるかどうかということにつ

きましては、いかにして魅力的かつ利便性が高く集客力がある施設を整備していくかにか

かっていると考えております。今回整備を検討している複合公共施設は、図書館であれば

単に本を借りるだけの施設ではなく、ゆとりのある快適な閲覧、学習スペースを多く確保

した滞在型の施設を目指しております。こうした魅力的な使い勝手のよい施設とすること

により、多くの皆さんが快適に憩い、集い、様々な交流や活動を行うために広く来館して

もらうこと、そして、市民の皆さんの居場所になること、こうした施設を整備することで、

にぎわい創出につなげていきたいというふうに考えております。それによりまして、かつ

てのような――かつてのような駅前のにぎわい回復につなげることができると考えており

ます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 駅前に図書館、公共施設設置と言われ今説明されましたけれど

も、社会教育施設として図書館について、専門部ではない都市整備部中心で今進められて

おりますよね。具体的にはその現場の方々、教育委員会、図書館という、そういう中での

検討がしっかりされなければいけませんが、それを抜きで今進められているんですが、教

育基本法、社会教育法、図書館法による図書館についての目的について、目指すものにな

っているんでしょうか。市長と教育長の答弁を求めます。

○議長（岩澤 信君） 教育部長、井橋貞夫君。

〔教育部長 井橋貞夫君登壇〕

○教育部長（井橋貞夫君） 加増議員の御質問にお答えします。先ほど本田議員の御質問

にも答弁させていただきましたが、現在取手図書館は竣工後 45 年を迎えております。そ

ういった中で建物等、現状的には多くの課題を抱えております。バリアフリー対応が困難

であること、利用者へのエレベーターの新規の設置も不可能な状況でございます。また、

敷地面積が狭く、読書席も限られ、市民の皆さんにゆったりとした読書空間を提供ができ

ておりません。このような状況の中から、利用者からも様々な要望や御意見を頂戴してい

るのが現状でございます。現状では、こうした課題に対応してこたえることが難しいとこ

ろでございますので、駅前の図書館の移転については、こういった課題を十分考慮し課題

に対応できるという、そういった認識でいるところでございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） 都市整備部からもお答えさせていただきたいと思います。

現在検討している複合公共施設でございますが、再開発事業施工区域内において、再開発

事業によって整備される建築物の中に整備を行うものでありまして、施設整備の目指すと

ころは、駅前のにぎわい創出によって町の魅力向上と活性化を図るためのものでございま
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す。今回の複合公共施設は、駅前において魅力的な都市空間を整備していくという特性が

あるため、市街地整備事業を担当している都市整備部が中心となって検討作業を進めてい

るものです。また、複合公共施設であることから、教育委員会所管の図書館だけではなく、

市長部局も含めた複数の部署が横断的に関係する施設となります。こうしたことから、今

回の複合公共施設につきましては、都市整備部が中心となって検討、整備作業を進めてお

りますが、今後の整備プロセスにおきましては、当然のことではありますけれども、教育

委員会をはじめとした庁内関係部署と綿密に連携、調整して、全庁的な体制で進めていく

所存でおります。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 今後の協議に期待するものです。次に、都市計画決定なんです

が、10 月予定とこれまで説明されました。その詳細について、どのような決定をされる

のか、具体的にお示しください。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。都市計画決定で定め

る内容ということの御質問だと思います。都市計画において決定する事項につきましては、

都市計画法や都市計画法施行令、都市再開発法に規定されておりまして、施行区域や施工

区域の面積、建築物の整備に関する計画、住宅建設の目標などとなっており、事業の大き

な枠組みを定めるというものでございます。建築物の面積につきましては、建築面積と延

べ面積を定めるのみであり、何階建てのどういった建築物を建てるといったことまでは定

めるわけではなく、建築物の用途につきましても、住宅、商業、公共公益、駐車場などの

文言を記載するのみであり、どの用途にどの程度の面積を確保するかといった内容までは

定めるものではありません。このように、都市計画決定におきましては、再開発事業の具

体的な内容を定めるわけではなく、事業の施行区域と、そこにどの程度の面積の建築物を

整備しどういった用途に用いるかといった点を大枠で定めるものであり、この区域におい

て、こうした規模の用途や――用途の再開発事業を実施するということを行政的に位置づ

けるといった性格なものと言うことができると思います。その上で、どのような建築物の

配置や階数とするか、事業収支はどうするのかといった再開発事業の具体的な点につきま

しては、その後の本組合の設立手続に向けた事業計画の策定段階で決定していくこととな

ります。以上でございます。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） そうしますと、公共施設、今問われている図書館については、

この整備の規模とか施設内容は含まれていないということになるんですよね。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。ただいま答弁を申し

上げましたとおり、都市計画で定めることは、建築物の用途については、住宅、商業、公

共公益、駐車場などの文言を記載するのみであります。どの用途にどの程度の面積を確保

するかといった内容までは定めるものではありません。したがいまして、公共公益施設の

具体的な内容としまして、図書館を整備するといったことは、都市計画で定めるものとは
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なっておりません。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 分かりました。再開発事業の都市計画決定までのスケジュール

では、６月の住民説明会、７月の公聴会と計画されておりますけど、このようなスケジュ

ールはこのとおりに進むんですか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中村中心市街地整備課長 お答えさせていただきます。都市計画決定のスケジュール時

期についてですが、現在、建築資材の価格高騰や輸送コストの上昇、人件費の高騰などの

要因によりまして、建築工事のコストが大幅に上昇しております。特に、ここ数か月は尋

常ならざる幅で急騰しているという状況となっていることは、新聞などでも報じられてい

るところでございます。こうした状況を受けまして、準備組合におきましては、事業収支

案の調整を行う必要があると考えられることから、施設計画案及び事業収支案の調整を検

討してみる方針となりまして、準備組合から市に対しまして、その調整を行う期間、都市

計画決定に向けた手続を一時的に待っていただきたいとの意向が示されたところでござい

ます。しかしながら、準備組合としましては、可能な限り短時間で調整を行うとのことで

ありますので、都市計画決定が――この時期が大きく遅れるということはございません。

今年の 10 月に予定していた都市計画決定の時期が、多少後ろ倒しになるという見込みで

ございます。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 都市計画決定、後ろ倒しになりますが、予定はされているわけ

ですよね。この中で図書館等複合公共施設の整備については、その検討過程も市民の意見

も聴かないで進めていくところが、都市計画決定の中では公共施設 2.5 フロア購入が含ま

れていると思います。まさにこれは市民の声も聴かない、トップダウンで決めた公共施設

導入と言わざるを得ませんが、本当にここで市民にとってどういう図書館を造るのか、ど

ういうふうに考えているのか、その是非を問うような議論する場もまだ設定しておりませ

んが、いつ、こういう設定を考えているのでしょうか、議論する場をいつの時期に考えて

いるんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。Ａ街区に図書館機能を中心

とした複合的な公共施設を整備する方針につきましては、３月の議会冒頭で説明させてい

ただいたとおりでございます。現時点におきましては、複合公共施設整備に関する基本構

想の素案の検討作業を進めているところでございまして、広報やホームページで説明、公

表をしている内容以上のことにつきましては、対外的に説明できる段階には現時点で至っ

ておりません。このため、現時点におきましては、市民の皆さんを対象とした複合公共施

設に関する説明会や懇談会を実施することは予定しておりません。今後、複合公共施設の

検討作業が進捗し基本構想案がまとまりましたら、パブリックコメントを実施する予定で

ありまして、次の段階である基本計画を作成していくプロセスにおきましては、市民の皆

さんの御意見を幅広く伺う機会を設けさせていただきたいと考えております。以上です。
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○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 基本構想案が出来てから基本計画という中で説明していくとい

うことなんですけれども、市民の皆さんからの声、現場で働く皆さんの声、そういうこと

がなくて基本構想・基本計画は出来ないと思うんですが、それを抜きに計画だけは先に進

めるという、今の言い方なんでしょうか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。市民の皆さんの御意

見は幅広く伺うということは、先ほど部長の御答弁の中でも申しましたとおり、まず基本

構想の骨格部分を定めさせていただいた後に、そこに具体的な施設の規模、動線の位置、

また機能――こういった機能を入れたいなどの御意見につきましては、幅広く市民の皆さ

んの御意見を伺った上で、取り入れられるものは取り入れていくということを考えており

ますので、決して市民の皆さんの御意見を伺わないということを我々考えているわけでは

全くございません。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） では市民の皆さんへの説明は、この公共施設、特に図書館とい

う名前が出ておりますけれども、これについての説明はいつ頃予定されるんですか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。まずは現在、基本構

想の策定をしている段階でございます。先ほどの答弁――部長答弁の繰り返しになります

が、基本構想を策定した後に、まずはパブリックコメントを実施したいというふうに考え

ております。基本構想の策定の時期につきましては、再開発事業本体の都市計画決定の時

期とリンクさせて、そのあたりの時期を今想定をしておるところでございますので、その

前段におきましては、パブリックコメントを実施するということを考えてございます。ま

たその後、基本計画を策定するわけですが、その基本計画は今後のスケジュールにもより

ますけども、令和６年度から７年度にかけてということで現在想定はしておりますけども、

令和６年度末から７年度――７年度のどこまでかかるかというのはありますけども、基本

計画の策定の早い段階で、市民の皆さんの御意向を確認したいというふうに考えておりま

す。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） ３月 15 日に取手市広報が出て、その中に既存の図書館を廃止、

そして駅前に移転するとの、そういう記事がありました。そしてそれを見た市民の方は、

いつどこでどのように決定したのか疑問を持つ、こういう方がたくさんいらっしゃいます。

税金の――市民の税金を投入する内容ですので、市民との懇談会は早く進めていくべきだ

と思います。先ほどは基本構想後、そういう話ありましたけれども、いつどこで決まった

のか分からないのに、どうするのか、市ははっきりしろという声もありますが、それでも

そういう過程の中で後ろに市民の説明――この公共施設についての市民説明会は後回しに

なってしまうんですか。今すぐ行っても悪くないと思いますが。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。
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○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。まずは事業を進める、どう

いう方向のものを行っていくかということについては、やはり行政庁として――市として、

教育委員会部局と市長部局が協議をして、どういう方針でどういうものを進めていったら

よいのかという大きなテーマといいますか、枠組みを決めてまいったところでもございま

す。そしてその上で、先ほど課長も申しましたように、その部分――方針に基づいた基本

構想というものを今作成しております。大枠を決めるものでございます。これも大枠の中

で、どのような方向性をつくっていくかということを定めるわけでございます。その後に、

どういう市民の皆さんの御希望があるのか、どういう御要望があるのか、そういうところ

を説明会なりお聴きする機会を設けて、取り入れられる部分については、可能な限り取り

入れながら、皆さんが望む――望まれるような施設というものを造っていきたいと思いま

すので、このような方針の中で今後も進めてまいりたいと思います。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 基本構想・基本計画をつくった後でということなんですが、市

民の皆さんの財産なんです公共施設は、そして図書館はたくさんの方から愛されている図

書館――公共施設はみんな愛されておりますが、そういう中で後で説明会をというのは、

今すぐ市民の皆さんの声を聴くという姿勢はお持ちにならないのか、幾ら聞いてもこれは

お答えになりませんので、これは終わりにします。

そもそも図書館を核とした複合施設計画は、公共の福祉とは名ばかりで、デベロッパー

の利益拡大を図るものではないか。全国の再開発事業を見ても、必ず公共施設の導入です。

事業を成り立たせるためには、自治体の補助金と保留床処分金です。自治体が保留床を買

って、民間の再開発事業をどこまでも公共が支えていく。デベロッパーの利潤追求、その

利潤を拡大するものではないかと、私はずっと担当部にも求めてきました――これを指摘

してきました。日経新聞では、昨今の再開発事業に警鐘を鳴らす記事を掲載しております。

これは 23 年――昨年度の８月３日の朝刊なんですが、過去５年間の再開発事業の３割で、

国と自治体が補助金を投じた上で施設費の購入――いわゆる公金――公的資金を二重投入

によって成り立っているという内容の記事がありました。再開発事業 143 億円、僅か８権

利者の土地利用に 80 億円の公共投資は本当に妥当なのか、これで公共の福祉と言えるの

か、大変疑問です。これについてはどのように――これまでもお答えされてきましたけど、

変わりはないですか。

○議長（岩澤 信君） 中心市街地整備課長、中村有幸君。

○中心市街地整備課長（中村有幸君） お答えさせていただきます。まず都市再開発法第

１条におきまして、法の目的としまして、「都市における土地の合理的かつ健全な高度利

用と都市機能の更新とを図り、もって公共の福祉に寄与することを目的とする」というふ

うに規定をされております。そのため、都市再開発法に基づく再開発事業の実施により、

土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることが可能になります。例えば、

共有通路の整備や壁面後退などによりまして、共用空間やオープンスペースを設けること

により、安全で快適な都市環境の創出に資する効果などが期待できます。地権者の皆さん

にとっては、再開発事業が実現化し共同化された大規模建築物が建築されることにより、
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個人の土地をおのおので利用するよりも、高度かつ大規模な土地利用を図ることが可能と

なるメリットがあります。市としましても、駅前における魅力的な都市空間の創出により、

駅前のみならず市全体の魅力向上や活力創出が図られ、市の将来的な持続可能な発展につ

ながることが期待できるため、事業実施のメリットは大きいと考えております。このよう

に再開発事業の実施により、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を推進す

ることが公共の福祉に寄与することとなるため、市としましては、準備組合と事業協力者

と一体となって、再開発事業の実現化に向けた作業を積極的に推進しているところでござ

います。再開発事業は、駅前地区の活性化やにぎわい創出を図ることに加えて、既存商業

施設や既存公共施設への波及効果を図ることによりまして、まち全体の活性化や持続可能

な発展のために行うものであり、デベロッパーの利益拡大のために行うという指摘は全く

当たらないと考えております。以上です。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 公共の福祉といえば、私たち市民がすぐ受け止めることは、そ

の地域で生活している人たちが、本当に行き渡った制度の中で幸せに暮らせるのか、そう

いうことがすぐ思い浮かべ――浮かんできます。しかし今の説明では、駅前のにぎわい・

活性化、そういうことが公共の福祉に寄与するという説明だと思います。これまで 143 億

円の総事業費は明らかに出されてきましたけれど、その積算根拠はまだまだ明らかにされ

ておりません。143 億円がどのような内容でこのように出されたのか、本当に疑問を持つ

内容です。そして今、物価高騰の中で事業費も上がっていく、そういう心配もされている

のは明らかです。事業費が上がれば、資金計画の中身は大幅に変わると思うんですよね。

ということは、公共施設の負担金も上がるであろう。それから保留床処分金の金額も上が

っていくであろう。そういう中で、やはり誰がこの事業で一番益を得るのか、地権者の権

利――地権者の皆さんは本当に権利変換床が減っていく可能性もあります。保留床が増え

て、公共の床取得の費用も増えていく可能性も出ています。その中で一番デベロッパーが

益を得るのではないか、そのように私はずっとこの問題は問うてきました。今こそ、この

マンションの床への公金投入はやめて、取手市はこの再開発事業は地権者の皆さんにお任

せして、市は撤退すべきではないかと繰り返し求めてまいりましたが……

〔「それについては討議してないよ」と呼ぶ者あり〕

○24 番（加増充子君） （続）えっ――取手市に求められていること、税金の新たな投

入はやめる、そして、今進めている区画整理事業をすぐ終わらせていく、そのことだと思

います。それについて市長のお考えはどうでしょうか。市長、はっきりお答えください。

○議長（岩澤 信君） 都市整備部長、浅野和生君。

○都市整備部長（浅野和生君） お答えさせていただきます。議員おっしゃいますように

区画整理事業も終盤を迎えております。今一丸となって、交通広場の供用に向けて最終段

階工事を頑張っておりますので、いましばらくお時間を頂ければと思っております。そし

て、速やかにＡ街区の造成撤去工事等々に取りかかりまして、できる画地から順次お返し

をさせていただきながら、大きな区画整理事業の工事については完了していきたいという

思いで進めてまいります。そして、この再開発事業でございますけれども、区画整理事業
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で構築されましたこのＡ街区、駅前の一等地でございます。そしてこの土地を地権者の皆

さんが高度利用を図っていくという思いのもと進められていく再開発事業でございます。

市としましても、この駅前のにぎわいを取り戻したいと、活性化を図っていきたいという

ところの部分で、地権者さんと意見を一つにしながら、全体でこの駅前の活性化を図って

いこうということで計画している事業でもございますので、今後とも市といたしましては、

地権者さんに寄り添いながら、そして、知恵を出し合いながら、完成に向けて今後も努力

していきたいと思っております。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 地権者の方に寄り添う――当たり前のことです。それから忘れ

てはいけないのは、市民の声をしっかり真摯に受け止めることなんです。それが今取手市

には足らなくて、この公共事業について、駅前開発についてもたくさんの意見が出されて

いるわけですから、しっかりそこは心していただきたいと思います。これで質問を終わり

ます。

次に、こども計画策定事業について伺います。令和６年度予算にこども計画策定事業が

新規事業として盛り込まれました。昨日も小堤議員からその内容がありました。

〔「今日だよ」と呼ぶ者あり〕

○24 番（加増充子君） （続）先日じゃなかった、今日でした。ごめんなさい。

〔笑う者あり〕

○24 番（加増充子君） （続）午前の、そうでした、間違えました。午前の一般質問で

小堤議員からも出されてありました。この事業のポイントとして、こども基本法、それか

ら国が令和５年の 12 月に策定したこども大綱、こういう一つ一つの法を考慮しながら進

めていくと出されておりますけれども、この３本柱として、少子化対策、子ども・若者育

成支援、そして子ども貧困対策が挙げられておりますが、具体的にその内容をお示しくだ

さい。

○議長（岩澤 信君） 答弁を求めます。

福祉部長、鈴木文江さん。

〔福祉部長 鈴木文江君登壇〕

○福祉部長（鈴木文江君） それでは、加増議員の御質問に答弁いたします。今、３本柱

ということで、少子化対策、子ども・若者育成支援、子どもの貧困対策ということで御質

問がありました。私のほうからは、まず、少子化対策についてご答弁申し上げます。全国

的な少子化が進む中で、当市におきましても出生数の減少は喫緊の課題となっております。

出生数を見ても、合併後の平成 18 年には 816 人だったものが、令和４年には 513 人とな

るなど、15 年ほどの間に４割近くも減少しております。厚労省の人口動態統計特殊報告

におきましても、平成 30 年から令和４年度までの本市の合計特殊出生率は 1.25 であり、

前回調査時よりは 0.02 ポイント上回る結果となったものの、依然として県平均の 1.35 を

下回るなど、低位で推移していると言わざるを得ません。こうした加速度的に進む少子化

は、単一の要因によって引き起こされるものではなく、様々な要因が複雑に絡み合って起

こっていると思われます。結婚に対する意識の変化により、未婚化や晩婚化が進んでいる
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こと、価値観の多様化により結婚や出産を人生の必須事項と捉える方が減ったこと、経済

的な負担や仕事との両立、多子を育てることに対する不安など、幾つもの要因が関係して

おり、その解決策へのアプローチも一本の真っすぐな道ではなく、表面的なものから深層

的なものまで、様々な施策を組み合わせながら取り組んでいく必要があります。こども基

本法第３条におきましても、こども施策の基本理念として、「家庭や子育てに夢を持ち、

子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること」が挙げられており、こども大綱

においても同様に、「若い世代が、自らの主体的な選択により、結婚し、こどもを産み、

育てたいと望んだときに、社会全体としてそれを全力で支えることが少子化対策の基本で

ある」と定めております。本市におきましても、現在着手している、こども計画の策定に

当たっても、これらの考え方をベースとしながら、取手市で子どもを産み育てることに希

望と喜びを持ってもらえるよう、多角的な視点で若い方々を支えられるよう、施策を検討

してまいりたいと思っております。以上です。

〔福祉部長 鈴木文江君答弁席に着席〕

○議長（岩澤 信君） 福祉部次長、佐藤睦子さん。

○福祉部次長（佐藤睦子君） 私からは、子ども・若者育成支援、子どもの貧困対策につ

きまして、補足答弁をさせていただきます。こども大綱では、少子化社会対策基本法、子

ども・若者育成支援推進法及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく３つのこど

もに関する大綱を一つに束ね、こども施策に関する基本的な方針や重要事項等を一元的に

定めるものとされております。このうち、子ども・若者育成支援推進大綱においては、全

ての子ども・若者が健やかに成長し、自立・活躍できる社会の実現を目指した取組を進め

ることとされております。また、子どもの貧困対策に関する大綱は、現在から将来にわた

って、全ての子どもたちが前向きな気持ちで夢や希望を持つことのできる社会の構築を目

指し、地域や社会全体で子育てや貧困に対して適切な支援を講じることが定められており

ます。これらの大綱で定められる理念や施策の方向性は、こども大綱に引き継がれ、ライ

フステージに合わせた切れ目のない支援を展開し、子ども・若者子育て支援に関する取組

政策を社会の真ん中に捉え、健やかな成長を社会全体で後押しすることとされております。

本市におきましても、今年度、自治体こども計画を策定する上では、こども大綱の理念を

念頭に置き、子どもや若者、子育て世代がどのようなことに悩み、またどのような施策が

課題解決につながるのか、当事者の生の声に触れながら、市の現状をしっかりと把握し分

析する取組を進めてまいります。その上で、全ての子ども・若者が身体的・精神的・社会

的に幸福な生活が送ることができるウェルビーイングな社会、こどもなんなか社会の実現

に向け、地域の実態に合ったこども施策を展開してまいりたいと思っております。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） これまでも少子化対策とか貧困対策とか、いろんな対策行われ

てきましたけれども、これまでとは違ったものというのはあるんですか。

○議長（岩澤 信君） 福祉部次長、佐藤睦子さん。

○福祉部次長（佐藤睦子君） 加増議員の御質問にお答えさせていただきます。まず繰り

返しとなりますが、こども大綱はこれまで別々に作成、推進されてきた少子化対策基本法、
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子ども・若者育成支援推進法及び子どもの貧困対策に基づく３つの子どもに関する大綱を

１つに束ね、こども施策に関する基本的な方針や重要事項を一元的に定めるものとされて

おり、これによって、こども施策に全体として統一的に横串を刺すことや、市民にとって

一層分かりやすいこども施策を展開することなどが期待されております。本市におきまし

ても、これまで様々な部署で、子どもや若者、子育て世代に対して必要な支援、取組を進

めてきたところです。こども計画の策定に当たっては、どの部門でどのような子ども関連

施策が展開されているかを整理し、その上で、子どもや若者がライフステージや置かれて

いる環境によって支援が途切れないよう、改めてこれまでの課題などについても継承いた

します。また、計画策定のプロセスにおいては、当事者が何を求めているのか、その声に

耳を傾け、時には一緒に考え、子どもや若者と一緒に取手市の未来をつくっていきたいと

考えております。この取手市で生まれてよかった、これからもこの取手市に住みたいと思

ってもらえるような新たな取組を含めたまちづくりを進めていきたいという思いを込めて、

今後、こども計画の策定を進めてまいります。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 担当課の今後の課題、そして取組の意欲を感じました。この取

手の町で子どもたちが一人一人輝いて生きていける、一人一人の人格が認められる、そん

な取手市を必ずつくっていきたいと私思いますので、私も全力を尽くしていきたいと思い

ます。そして「こどもまんなか応援サポーター」ですが、これもそういう趣旨の中で子ど

もを大事に、本当に一人一人が大事にされる、そういうためにサポーターとして宣言した

……

〔チャイム音〕

○24 番（加増充子君） （続）ということだと思いますので、これに関連してこれで終

わります。

最後なんですが、子ども・子育て支援法の中でこども誰でも通園制度がうたわれており

ます。これについては、それぞれの関係者からも、これ問題ありきだよということも出さ

れておりますが、昨日――でしたよね、全協はね――その中で新たな民間保育所という流

れの中で、こども誰でも通園制度にも適用できる――対応できる環境をつくるという話さ

れましたけれど、これについて具体的にお示しください。

○議長（岩澤 信君） 子育て支援課長、三浦雄司君。

○子育て支援課長（三浦雄司君） 加増議員の御質問に答弁いたします。昨日の議員全員

協議会におきまして、公募事業者による取手駅前民間保育園整備計画案について鈴木部長

が御説明いたしましたが、その際、民間保育園を設置する理由の一つとしまして、こども

誰でも通園制度のことも一部、触れさせていただいたところでございます。令和８年４月

から制度が開始される予定でございますが、現在の入所率では受入れが難しいことも想定

されることから、募集要項におきまして、こども誰でも通園制度の受入れを検討すること

を盛り込む予定でおります。こども誰でも通園制度につきましては、現在、試行的事業で

あり、制度については国からの詳細な通知は……

〔チャイム音〕
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○子育て支援課長（三浦雄司君） （続）ございませんが、今後制度化された際には、事

業の積極的運用をお願いしたいところでございます。このため令和８年度から、制度化と

同時に開園を想定して公募を行ってまいりたいと考えております。

○議長（岩澤 信君） 加増充子さん。

○24 番（加増充子君） 取手市でもこども誰でも通園制度を受け入れるということなん

ですが、やっぱり一番そこで見ていかなきゃいけないのは、子どもたちがその制度によっ

て施設に来て元気で一日が過ごせる、子どもたちが本当にきらきらとして生活できる、そ

ういう体制をつくるのがこの取手市の責任だと思うんですが、その点については、これま

で公立保育所も民間もありましたけれども、同じように接していくという体制でいいんで

すよね、お答えいただけますか。

〔チャイム音〕

○議長（岩澤 信君） 以上で、加増充子さんの質問を終わります。

休憩します。

午後 ４時 22 分休憩

午後 ４時 23 分開議

○議長（岩澤 信君） 再開します。

ここでお諮りします。本日、遠山智恵子さんから、発言取消申出書が提出されました。

本件を日程に追加し、追加日程第１として直ちに議題にしたいと思います。これに御異議

ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（岩澤 信君） 異議なしと認め、遠山智恵子さんの発言取消し申出の件を日程に

追加し、追加日程第１として直ちに議題といたします。

○議長（岩澤 信君） 追加日程第１、遠山智恵子さんの発言取消し申出の件を議題とい

たします。本日、遠山智恵子さんから、６月４日の会議における発言について、会議規則

第 65 条の規定によって、御手元に配付しました発言部分を取り消したいとの申出があり

ました。

お諮りします。これを許可することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（岩澤 信君） 異議なしと認めます。したがって、遠山智恵子さんからの発言取

消の申出を許可することに決定しました。

以上で本日の日程は全て終了しました。本日はこれで散会します。

午後 ４時 24 分散会

追加日程

第 １

遠山智恵子さんの発言取消し申出の件


